
            

    住宅の新しい選択肢

    　　イギリス・アメリカにおけるノンプロフィット住宅の展開

    平山　洋介（神戸大学専任講師）

    1．福祉国家を超えて？

    　現代の資本主義社会における住宅供給の動向をみると

    き，そのひとつの特徴として，民間の非営利組織が主体

    となるノンプロフィット住宅が勢力を伸ばし，新たな潮

    流を形成していることが分かる。いま，なぜ，ノンプロ

    フィット住宅が台頭してきたのか。それが何を意味して

    いるのか。この点が本稿のテーマである。

    　戦間期から戦後期にかけて，住宅への国家の介入が本

    格的に始まった。公共住宅・社会住宅の供給が増強され，

    持家取得への支援が拡大した。1950年代，60年代に公的

    介入は深まり，住宅事情の改善に大きな役割を果たした。

    福祉国家による住宅政策の形成である。これに対する広

    範な合意が締結され，住宅供給のあり方は一定の安定性

    を確保するようになった。しかし，1970年代になると，

    経済成長の減速，財政の逼迫を背景に，福祉国家の危機

    への批判が噴出し始める。1980年代に新保守主義が強調

    され，国家は住宅から手を引き，住宅政策が大きく後退

    したことは，もはや周知のとおりである。“小さな政府”

    が指向され，住宅の大部分を市場にゆだねていく方向性

    が現れた。公共住宅は供給戸数が大幅に縮小し，力を失

    うようになった。“大きな政府”の住宅政策への支持は目

    に見えて弱まった。これ以降，住宅の社会システムは変

    動の途上にある。

    　今日の住宅事情は新たな局面を迎えている。持家を取

    得・維持するためのコストは上昇した。借家市場では低

    家賃住宅が急速に減少し始めた。アフォーダブル住宅の

    欠乏は常態化の傾向を強めている。特に低所得層は居住

    可能な住宅を見つけ出すことさえ困難になった。大都市

    のインナーエリアは，住環境の劣悪化，貧困の集中，失

    業の増大などが絡み合い，荒廃化の問題に直面している。

    ホームレスの出現は，当初は一時的な特異な状況と見な

    されていた。しかし，その増大傾向が明白になるにつれ

    て，低家賃住宅の払底を主要因とする必然的な現象とし

    て理解されるようになった。公的施策による再分配機能

    は弱まり，住宅の階層間格差，地域間格差はいっそうの

    拡大に向かっている。M．ハーロウは，これらの近年の

    問題は一過性ではなく，従来の問題とは質的に異なり，

    住宅供給のシステムの構造的な変化の反映であると指摘

    している（Harloe，1988）。

    　問われているのは，福祉国家の住宅政策を超えるパラ

    ダイムの構想であるように思われる。これが備えていた

    ほどの合意を調達できる新たな理念型はまだ現れていな

    い。新保守主義の時代は住宅供給を再編できる規範を提

    出するものではなく，不安定な過渡期を表現しているに

    過ぎない。M．ボールは，従来の住宅研究をレビューす

    る中で，これまでの議論を引っ張ってきたのはリベラル

    な介入主義者が主流であり，そこでは国家の介入によっ

    て問題を緩和していく方向が暗黙かつ所与の前提になっ

    ていたと述べる。そして，福祉国家の動揺につれて，住

    宅研究の多くが信用喪失を招いてきたと指摘する（Ball．

    1988）。新保守主義の時期においても，その住宅政策への

    批判を表明する論者の中には，福祉国家への回帰を念頭

    に置いているとみられる場合があった。福祉国家それ自

    体が解体に向かっているのか，既に解体したのか，部分

    的に変容しただけなのか。この点は議論が分かれるとこ

    ろである（Jones，1993；Pierson，1991）。しかし，少な

    くとも住宅の領域に限っていえば，国家の大規模な介入

    が再現される可能性は低いと考えられている。その介入

    の内容も変質していくとみられる。

    　ノンプロフィット住宅の基本的性格は，それが＜非政

    府＞，そして＜非市場＞の＜サード・アーム＞として存

    在する点にある。非営利組織は政府からは独立して動き，

    市場原理に依拠せず，利潤は追求しない。従来の住宅供

    給において，政府介入と市場機構がシステムの中枢を構

    成してきたことは明らかである。しかし，この既成シス

    テムとは原理的に異なる方法を組み立てるところにノン

    プロフィット住宅の固有性がある。

    　政府の介入を進めてきた住宅供給のシステムは，市場

    に依存する方向に旋回してきた。このプロセスを通じて，

    政府の失敗が批判され，市場の欠陥が認知されてきた。

    新たな構想を追求すべき時代にあって，そして住宅が新

    たな困難に直面する時代にあって，＜サード・アーム＞は

    “センター・ステージ”に現れ，目ざましい成長を示し

    始めている。現時点のノンプロフィット住宅は単純に拡

    大しているのではなく，多方面にわたる緊張関係の中で

    展望を模索している段階にある。しかし，それが政府，

    市場の住宅供給とは明確に異なる独自性を有しているこ

    と，新しい選択肢の育成を通じて，住宅の社会システム
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の全体的な再編に景多響を及ぼしていく可能作を備えてい　　　なって沽動規模を拡大し，住宅供給全体における重要性

ることは，注目していく価他が十分にある。現在では，　　　　　　を高めている。ノンプロフィット住宅は，イギリス・ア

住宅供給のあり方に対する確信に満ちた談論の峡閉は非　　　メリカに比べ，むしろ北欧・西欧において安定して発展

常に難しくなっている。そこに何らの“切目’を見　　　　　　　　　　　　　　し，大きな位を占めるとが知られている。しかし，

いだそうとするとき，ノンブロフィ・ソト住宅への注視は　　　　　　　イギリス・アノリカは，住宅のシステムの変動が特に端

ひとつの突破口を提供する可能作を含んでいると考えら　　　　　的に現れている地域であり，そこに沽動する非常利組織

れる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を観察することで，ノンプロフィット住宅の現代的な意

　　本稿では，イギリス，アメリカのノンプロフィット　　　　　　　　　　　　　昧を，より鮮明に捉えることが可能になると思われる。

住宅を素材として議論を進めてみたい、、イギリスでは

H　A（Housing　Association），アメリカではC　D　C　　　　　　　　　2．ノンプロフィット住宅の独自性

（Comm㎜ity－basedDevelopment（corproraton）と呼　　　　　　　　　　　では，ノンブロフィット住宅はどのような特性を持っ

ばれる非常利組織が供給主体の中心を｛める。HAがH　　　　　　　ているのか二既存の住宅供給とは何が異なるのか。最初

発的に展開してきた沽動は“ボランタリー・ハウジング　　　　　　　　にこの問題を考えてみたい。非嘗利組織の沽動が何らか

と称されている。C　D　Cは牛与定の近隣に据え“コ　　　　　　　　　　　　　　の独自性を備えているとすれば，そこにノンプロフィッ

ミュニティ・べ一スト・ハウジングの発達を促してき　　　　　　　　　　　　　　　ト住宅の存在の根拠があり，成長の某盤が形成されてい

た（平山，1993）。このHA，CDCは両打ともに近年に　　　　　ると考えられる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表一1　イギリス・アメリカにおける非當利組織の概要

イギリス アメリカ

　　＝・公益的組織
類＝H＾（Housin8＾ssociation）

　　1＾1皿shouse
型＝＾bbeyfieldS㏄iety
　　l　　Hoste1　＾ssociation
　　＝・互助的組織
　　1Co－ownershiPS㏄iety
　　l　HousingCo－oPerative
　　1　　Self■bui　ld

・公益的組織
㎝C（C㎝nunityDeveloP■entCorPor8tion）
NHS（Ne19hborhoodHousingServi㏄s）

・互助的組織
　Mutua1　Housin9　＾ssociation
HousingCo－oPerative

組1・HC－RegisteredH＾：
織＝・Nonprofit全体
数1

　2，672細織
約4，500組織

・CDC
・Nonprofit全体：

約2，000組織
約5，（〕00組織

制1・Housin9＾ss㏄iations＾ct
度＝・1ndustrial＆ProvidentS㏄ieties＾ct
基1・Charities＾ct
盤：

・N㎝ProfitCorPorati㎝sLaU
・lntema1RevenueServi㏄S㏄tion501（C）（3）

組1

織1

形1

態1

LP9凹j工teeof．幽幽哩工、．1
．．．．．．lllll［．．．．．．．．．．．．、．

1．．．肚型9r・．幽多阻．．、．．1
、．．．．、．．．．．．［．．．．．．．．．．．．．，
l　Ful1－TineStaff　：
l　V・lunt・erStaff　1
llllllllllll［lllllllllllll
l　　Subsidiaries　　　；

l　　　Board　of　Directors
L＿＿＿‘’一．＿■＿＿　一’■1＿＿1一■1■■1．．．．．、．．．．．［．．．．．．．．．．．．．

1　　　Executive　OirectOr
L＿＿＿＿＿一＿．＿＿＿＿＿　　　＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿．．．．．．．．．．．［ll．．．．．．．．．．．

1　　　　Fu1l　TiIl■e　Staff
＝　　　　Vo1unteer　Staff
llllllllllll［lllllllllllll一

；　　　　　Subsidiaries

組1・Full－Ti㎜eStaff
織1
規1
模1

　　平均141名
無し　24％
1～5名32％
6～　　441％

．Fu11－TiIl■e　Staff　　　：平均22名
1～5名43．7％
6～1O　　17．396
11～　　　39．096

（注）・イギリスの組織数はCreat　Britain、組織規模はEnglandの数値．
（出典）・イギリス：Cope，H．（1990）による．
　　　　　　．アメリカ：NationalCongressforCo皿nunityEcononicOeve1o叩entカ
　　　　　　　再集計したWalker，C．（19931）などによる．

；991年に1160の㎝Cを対象に行った詞査を
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     2．1コミュニティの自発性の重視

     　非常利組織はコミュニティの意志決定，自発的な行動

     に基礎を持つ。それを踏まえて実際にプロジェクトを行

     い，住宅をつくり出す。この点がノンプロフィット住宅

     を特徴づける中心的な要素である。すなわち，非営利組
     　　　　　 &#160; &#160; &#160; &#160;     織は住宅に関わる主導性を政府から切り離し，市場にゆ

     だねず，コミュニティの中に取り込む作業を重ねてきた。

     特にCDCは特定の近隣に拠点を置き，その場所の問題

     を対象としてコミュニティ・べ一ストの行動を展開する。

     HAは必ずしも特定の近隣に基盤を持つとは限らないが，

     コミュニティの自発性を尊重し，狭域的なエリアを対象

     化していくケースが主流を占める。なかでもスコットラ

     ンドでは，コミュニティ・べ一ストのHAであるCBH

     A（Community－Based　HA）が発達してきた（Clapham

     ＆Kintrea，1992）。

     　コミュニティの自発性をノンプロフィット住宅に結び

     つける方法を知るには，非常利組織の仕組みを理解する

     必要がある（表-1）。イギリス，アメリカともに，多様

     な形態の非常利組織が存在する。コミュニティが住宅の

     問題に取り組みたいと考えるとき，活動の目的，狙いに

     応じた組織形態の選択が可能である。後述のように，ノ

     ンプロフィット住宅の内容は極めて多彩であり，これは

     組織自体の多様性を反映している部分が大きい。この多

     様な非営利組織は，基本性格に応じて「公益的組織」と

     「互助的組織」に大別される。「公益的組織」とは，住宅

     困窮者一般への対応を目的とし，社会性が強い活動を行

     う組織である。「互助的組織」は，組織のメンバーが互い

     に協力し，メンバー自身の住宅の確保，改善を目的とし

     て活動する。HA・CDCは「公益的組織」に属し，ノ

     ンプロフィット住宅供給の中核的役割を担っている。し

     かし，「互助的組織」は相対的に数が少ないとはいえ，コ

     ープ住宅を扱う組織を中心として，近年における発展は

     目ざましい（Birchall，1988；Clapham＆Kintrea，

     1992）。

     　HA・CDCの組織は，基本的に意志決定部門とスタ

     ッフ部門から構成される。意志決定部門はHAでは管理

     委員会（Committee　of Management），CDCでは理事

     会（Board　of Directors）と呼ばれ，組織の活動方針を

     定める役割を果たす。非営利組織は成文化された活動目

     的を設定しており，意志決定はこれに沿ってなされる。

     特にコミュニティの意志の把握が重視される。この部門

     に従事するのは，無給のボランティアである。スタッフ

     部門は有給のプロフェッショナルを擁し，組織の日常的

     な運営，プロジェクトの実施を担う。こうした組織の構

     成を通じて，非常利組織はコミュニティの意志を捉え，

     それをプロジェクトに組み込んでいく。

     　HAはメンバー制度を有しており，メンバーの選挙に

     よって管理委員会が設置される。委員の特徴は何らかの

     専門家が多いことである。HAの連合体であるNFHA

    （National Federation　of　HAs）の1985年の調査によれ

     ば，全委員の4分の3は公営住宅及び住宅一般の管理，

     ファイナンス，住宅開発，杜会福祉などのキャリアがあ

     る。彼らは専門知識・技術を組織に持ち込み，意志決定

     に重要な役割を果たす。多数の専門家がボランティアと

     して管理委員会に携わっている事実は注目されてよい。

     専門家であっても，あくまで無給であり，委員である限

     り，組織が発注する仕事を外部の人間として受注するこ

     とも禁じられる。しかし，現在のHAが重視し始めたの

     は，専門家だけでなく，むしろ組織の借家人，近隣居住

     者をより多く管理委員会に巻き込み，コミュニティの意

     志をいっそうダイレクトに活動に結びつける方向性であ

     る。全委員のうち組織の借家人は4分の1であり，この

     比率を引き上げること，また，コミュニティにメンバー

     を増やし，その意志反映を強めることが課題とされてい

     る（Cope，1990）。

     　CDCの理事会は，HAに比べて，選出方法が多様で

     ある。メンバー制度を備えている場合は，その選挙によ

     って理事が選ばれるが，この制度を持っている組織は少

     ない。ある時期の理事会が次の時期の理事を選出する，

     複数の非営利組織が互いに理事を選出し合うなど，多彩

     な方法がとられている。このため，CDCの理事会の選

     出は，一定の手続きに基づいているとはいえ，HAの管
     　　　　　　　　　　　　　　　　　     理委員会に比べれば，不明瞭な部分があるとみられる。

     しかし，実態的には，CDCの理事会は，近隣居住者が

     大きな位置を占める点に特徴がある。A．ヴィダルが130

     のCDCをサンプルとして実施した1988年の調査による

     と，全理事の44％は近隣居住者であり，近隣内の他の非

     営利組織からの理事（11％），近隣内の宗教家（4％）を

     合わせて，約6割はコミュニティの問題に直接的に関心

     を持つ者から構成されている。これ以外の理事は，専門

     家（20％），地域の．企業・銀行関係者（12％），地方政府

     の行政官（3％）などを含み，組織への専門知識・技術

     の提供，組織と外部の関係形成などの仕事を行っている

     （Vidal，1992）。

     　こうした意志決定部門のもとでプロジェクトを実行す

     るのがスタッフ部門である。その専門領’域は，ファイナ

     ンス，プランニング，不動産管理などが中心で，それぞ

     れのプロフェッショナルが仕事を担っている。非営利組

     織が成功できるかどうかは，スタッフの力量に左右され

     る。HAは管理委員会に多数の専門家を配置しているの

     に対し，CDCでは理事会の中心が近隣居住者であるこ

     とから，専門技術を要する問題がスタッフにかかってく

     る度合いがいっそう強い。CDCのスタッフのリーダー

     はエグゼクティブ・ディレクターと呼ばれ，特に高度な

     技術，豊富な経験が要求される。また，スタッフ部門は

     プロだけで構成されるのではなく，一般的にボランティ
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    アを含んでいる。日常的な事務などはボランティアが対

    応している場合が多い。

    　CDCについては，マイノリティのスタッフが多いこ

    とが特徴である。A．ヴィダルの調査によれば，エグゼ

    クティブ・ディレクターの47％は非白人である。その内

    訳は，黒人が29％，ヒスパニック系13％，その他5％と

    なっている（Vidal，1992）。

    　非営利組織の規模は多様であるが，概して小さな組織

    が多い。スタッフ部門に関していえば，有給スタッフが

    HAでは平均14人，CDCは22人である。この数値は，

    少数の大規模な組織の存在を反映しており，これよりも

    小さな組織が主流を占めると考えてよい。HAの約2割

    は有給スタッフを持たず，ボランティアのスタッフ，及

    び管理委貝だけで組織を運営している。約3割は有給ス

    タッフが5人以下である。CDCはボランティアだけで

    組織を運営するケースは希であるが，その5割近くは有

    給スタッフ5人以下である。こうした組織の小規模性が

    プロジェクトの展開規模を制約することは事実である。

    しかし，この小規模性こそが組織をコミュニティに結び

    つけ，官僚化を防ぎ，コミュニティの自発惟を維持し，

    俊敏な行動を可能にするなど，非常利組織に不可欠な要

    素を提供するものと考えられている。

    　次に，非営利組織の存立を支える制度的基盤について

    説明しておこう（CIE，1990；Cope，1990）。HA・CDC

    は「民間」の「独立」した「非営利」の組織である。HA

    は協会（society），信託（trust），法人（company）のい

    ずれかである。協会・信託は法人格を持っている場合，

    持っていない場合の双方がある。CDCは一般的に法人

    （corporation）である。こうした組織のための法制とし

    て，イギリスではHA法，産業・共済組合法，チャリテ

    ィ法などがある。HA法はHAの活動全般にわたって法

    的根拠を定めている。また，HAは産業・共済組合法，

    チャリティ法への登録によってチャリティの資格を取得

    できる。HAの多くは産業・共済組合法による組織であ

    る。アメリカでは州ごとに非営利法人のための法制があ

    る。連邦レベルでは，国税庁のセクション501（C）（3）が

    非営利組織の税制に関わっている。

    　これらの制度は，イギリスとアメリカとでは体系が異

    なる。特にイギリスでは複雑である。アメリカでは州ご

    とに内容が微妙に異なる。しかし，原則的に以下の内容

    を定めている点が重要である。第1は，活動目的の範囲，

    利潤追求と利益配当の禁止などを中心とする非営利組織

    の定義づけである。第2に，非営利組織は法人化が可能

    である。これは組織の信用を高め，活動を円滑に行うた

    めの条件になる。任意団体であれば，金融機関などと関

    係を持つことは難しい。第3に，非営利組織は公的プロ

    グラムの利用を認定される。HAは住宅公庫に登録する

    ことで，HAG（HA　Grant）と呼ばれる補助の利用が可

    能になる。後述のように，これはHAの活動に不可欠の

    補助である。住宅公庫への登録は，産業・共済組合法な

    いしチャリティ法への登録が前提条件である。アメリカ

    では，CDCなどの非営利組織を対象とした各種の補助

    が準備されている。第4は，税制上の優遇措置である。

    チャリティ法に登録しているHAは非課税である。住宅

    公庫に登録しているHAは税を相殺できる補助を公庫か

    ら受け取る資格がある。CDCはセクション501（C）（3）

    によって非課税の資格を得る。第5に，非営利組織への

    寄付を行う者は，その一定比率を課税所得から控除でき

    る。これは寄付のインセンティブを形成する。

    　このような一連の制度は，非営利組織の存立と成長の

    ために基礎的な役割を果たすものである。コミュニティ

    が住宅の問題に関与したいと着想しても，法的根拠がな

    ければ安定した組織はつくれず，プロジェクトの実行は

    難しい。イギリスでは，住宅公庫に登録しているHAが

    2，672，住宅を手がける非営利組織全体は約4，500，アメ

    リカではCDCが約2，000，非営利組織全体は約5，000に

    及ぶ。人口規模の差異を考慮すれば，非営利組織はイギ

    リスにより多いといえるが，イギリス・アメリカ両者と

    もに，非営利組織は“少数事例”ではなく，広範に活動

    を繰り広げ，明確な“セクター”を形成していることが

    分かる。コミュニティの自発性に基づく活動の成長に対

    して，制度的基盤が提供されている事実に注意を払って

    おきたい。

    2．2特別の二ーズヘの対応

    　HAの賃貸住宅における居住者構成をみると，低所得

    者，単身者，高齢者，単親世帯，退職者などが多い。公

    営住宅に比べても，HAの居住者は所得がいっそう低い。

    平均所得は全国の13，500ポンド，公営住宅の7，500ポンド

    に対して，HAは6，800ポンドである。単身高齢者の比率

    は，全国平均16％，公営住宅28％に比べ，HAでは34％

    に及ぶ（HMSO，1992）。HAは何らかの特別の二ーズを

    持つ世帯への住宅供給に重点を置いていることが分かる。

    　CDCの住宅の居住者構成を示す正確な統計データは

    存在しない。しかし，コミュニティ開発全国会議が1，160

    の組織を対象に行った1991年の調査によると，CDCの

    賃貸住宅の95％，持家の88％が低所得の世帯に供給され

    たことが示されている（NCCED，1991）。この低所得世帯

    とは，当該地域の所得中央値の80％以下の所得の世帯と

    して定義されている。また，統計データが存在しないと

    はいえ，CDCが高齢者，単親世帯，マイノリティ，ホ

    ームレスなどの問題に積極的に取り組んできたことは間

    違いない（Mayer，1990．1991）。

    　HAとCDCの居住者構成の厳密な比較は，データの

    制約から不可能に近い。しかし，双方ともに，低所得者，

    高齢者などへの住宅供給を重視してきた点では共通して
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  いると考えられよう。

  　福祉国家の住宅供給はマス・ハウジングに基づくもの

  であった。基幹産業の労働者，中産階級，「夫婦と子」の

  　“標準世帯”など，これらの住宅需要を均質のかたまり

  として捉え，そこに標準的な住宅を大量に投入するシス

  テムである。経済成長は中産階級を生み出し，市場機構

  はその持家取得を促した。各地に“標準世帯”の住宅地

  が形成され，住宅政策はこれを強力に支援する機能を果

  たした。戦後に住宅需要が膨張したとき，マス・ハウジ

  ングのシステムは効率的に作動した。その中にあって，

  市場が低所得者，高齢者などの二ーズに興味を示さない

  ことは，よく知られた事実である。政府の住宅政策は，

  これらの問題を施策対象に含めてきたが，それが十分で

  あったとはいえない。

  　非営利組織はマス・ハウジングの流れに巻き込まれる

  ことなく，むしろそこからは外されてきた“マージナル”

  な世帯をターゲットに位置づけてきた。市場が反応せず，

  政府が十分にカバーできない，特別の二ーズの問題こそ

  が非営利組織の関心事の中心を占める。N．S．メイヤー

  が指摘したように，　「非営利組織は特別の二ーズに対す

  る最も積極的な住宅供給主体である」（Mayer，1990，

  367）。

  　しかし，注意すべきは，非営利組織が対象化してきた

  問題は，今日では必ずしも“マージナル”とはいえない

  点である。基幹産業であった製造業の衰退，経済のサー

  ビス化，ハイテク化，情報化と経済成長の減速，これに

  伴う中産階級の縮小と階層の分解，“標準世帯”の一貫し

  た減少など，これらすべては福祉国家の前提条件を動揺

  させてきた。住宅市場は細かなセグメントに分化してい

  く傾向にある。単身者，高齢者は急速に増えている。マ

  ス・ハウジングの根拠は現在では非常に不明瞭である。

  換言すれば，非営利組織のターゲットは“マージナル”

  な位置を超えた広がりを示すようになった。政府の住宅

  政策と市場機構は依然としてマス・ハウジングから抜け

  きれず，特別の二ーズヘの対応能力に乏しい。この点に

  現代のノンプロフィット住宅の成長の根拠の一端がある

  とみられる。

  　また，非営利組織は特別の二ーズを持つ世帯に対して，

  住空間の新しいあり方を提案してきた。マス・ハウジン

  グの住空間では，「夫婦と子」が対象とされ，“標準世帯”

  の“専業主婦”の存在を前提として，生活に関わるすべ

  ての二ーズは住戸内で完結して私的に処理するものと想

  定されている。しかし，単身者，高齢者，単親世帯など

  は，世帯規模が小さく，“専業主婦”は含まない。生活の

  私的な完結は難しく，“標準世帯”とは明らかに異なる二

  ーズを持っている。これへの対応を目的として，非営利

  組織は共用空間の豊富化による生活の共同化，社会関係

  の形成，社会サービスの結合などに特徴づけられる住空

  間を考案し，多彩なバリエーションを準備してきた。

  　複数の世帯が共同生活を行うシェアド住宅は，イギリ

  ス，アメリカの双方にみられる。イギリスの非営利組織

  は高齢者に対して社会サービスを結合したシェルタード

  住宅をつくってきた。アメリカでは，低所得の母子世帯

  の自立を助けるためのトランジショナル住宅，社会サー

  ビスを伴う高齢者のコングリゲート住宅，多様な世帯が

  集まって共同して生活するコレクティブ住宅，単身者の

  ためのSRO住宅（Single　Room　Occupancy）などがあ

  る。これらの住空間はそれ自体が興味深い内容を備えて

  いる　（Franck　＆　Ahrentzen，1991；Fromm，1991；

  Sprague，1991）。しかし同時に，新しい住空問は自動的に

  生まれてきたのではなく，非営利組織が特別の二ーズに

  向き合い，工夫を重ねる中から独創されたケースが多い

  点に注意を向けておく必要があるだろう。

  2．3住宅の選択肢の豊富化

  　これまでの住宅政策のひとつの特徴は，ある特定のテ

  ニュア（所有関係）を“望ましい”形態として仮定し，

  そこに強力なドライブをかけてきたことである。イギリ

  スでは持家所有の促進と公営住宅の供給が重視された。

  それ以外のテニュアの住宅は衰退し，持家と公営住宅を

  両極とする住宅ストックの構成がつくられた。アメリカ

  では持家所有へのドライブがいっそう強い。この社会で

  は，一戸建ての持家に住むことは“アメリカン・ドリー

  ム”と呼ばれる。マス・ハウジングは特定のテニュアに

  結合して機能するものであった。

  　こうした方向性がもたらす問題のひとつは，住宅のテ

  ニュアによる社会の分断である。イギリスでは，持家と

  公営住宅とでは，住環境の質，資産形成の可能性，居住

  者の構成などが際立った対比を示す。持家の住宅地の風

  景は，公営住宅の景観とはまったく異なる。アメリカに

  おいても，持家が形成する杜会とそれ以外の社会は，あ

  らゆる側面にわたって連続性が認められない。そこでは

  持家を所有しない限り，“アメリカン・ドリーム”へのア

  クセスは困難である。アメリカの借家人の地位に関する

  考察を行ったA．D．ヘスキンは，彼らが“セカンド・ク

  ラスの市民”と見なされてきた点に注意を促している

  （Heskin，1983）。

  　もうひとつの問題は，支配的なテニュアの住宅に居住

  できない，あるいは居住を望まない世帯に対する選択肢

  が非常に乏しいことである。低所得者は持家を所有でき

  る資力を備えていない場合が多い。仮に取得できても住

  居費負担は過大になる。イギリスでは公営住宅が供給さ

  れてきたが，そこへ入居するには，当該地域に一定期間

  にわたって居住した実績が必要であり，立地の限定，住

  戸タイプの限定，煩雑な手続きなど，いくつかの制約が

  ある。すべての低所得者が公営住宅への入居を希望して
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持家 共同所有コープ住宅（Co-Ownership　Co-operatlve）　　　　　　組合のメンバーで住宅を共同所有。維持・管理等を共同
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　して行う。資産価値は規制されない。
ソェアド持家（Shared　Ownership）　　　　　　　　　　　　住宅資産の部分（25，50，75％）を剛入。残りを非営利組
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　繊から賃借。持家部分の資産価値は限定されない。入居
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　後に持家部分の買い増し可能。
非資産型コープ住宅（N㎝一Equity－Sharing　Co－operative）住宅は組合が所有。唇住者全員は組合のメンバー二組合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　から賃借。コミュニァィ運営、維持・管理等を担っ。
ノンプロフィット賃貸住宅（Nonprofit　Rental）　　　　　　　非営利組織が所有する賃貸住宅。

賃貸

図-1 ノンプロフィット住宅のテニュア（イギリス）

持家
契約規制持家（Deed－Restricted　House）　　　　　　　　　　　転売時の価格規制、低所得者への転売義務など、購入契
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　約時に資産価値を限定。
コミュニティ・ランド・トラスト（C㎝munity　Land　Trust）一非営利組撒のトラストは土地を保有二住宅だけを低価格
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　で売却。退去時に低価格のままでトフストに住宅を返還
資産眼定型コープ住宅（Limited　Equity　Co－operative）　　　　住宅は組合が所有し、資産価値を限定。
ミュ＿チャル住宅（Mutual　Housing）　　　　　　　　　　　　　住宅は非営利組織が所有。居住者は組搬のメンバー。組
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　搬から賃借。コミュニティ運営、維持・管理等を担う。
ノンプロフィヅト貢貸住宅（Nonprofit　Rental）　　　　　非営利組熾が所有する賃貸住宅。

賃貸

図-2 ノンプロフィット住宅のテニュア（アメリカ）

いるわけでもない。アメリカでは，持家を取得できない

者は，質的に劣る民間市場の賃貸住宅への居住を余儀な

くされ，過大な家賃負担を強いられる。

　ノンプロフィット住宅はテニュアが多様であり，豊富

な選択肢を準備しているところに特徴かある（Harloe＆

Martens，1990）。図-1～2に示すように，従来の持家，

賃貸の概念では捉えきれない多彩なテニュアが開発され

てきた。非営利組織は対象世帯のニーズ，近隣の状況な

ど，プロジェクトの条件に応じたテニュアの選択を試み

ている。
　これらにみられる意図は，第1に，アフォーダブルな

家賃・価格の実現である。非常利組織は賃貸住宅を供給

するときに，低所得者が入居できる家賃を設定するよう

に努める。また，低所得の世帯であっても肘住できる持

家ないし持家に近いテニュアが考案されてきた。イギリ

スのシェアド持家は，住宅資産の一部を持家として購入

し，残りの部分を賃借する形態である。入居後に持家部

分を買い増すことが可能である（Treanor，1987）。第2

は，アフォーダブル住宅の長期的な保全である。低家賃・

低価格の住宅が供給されたとしても，それを維持できる

かどうかは別問題である。アメリカの非常利組織は持家，

コンドミニアム・コープ住宅を供給するときに，その資

産価値を限定する場合がある（Davis，1994b）。低価格で

の取得，低利融資の利用などの条件と引き換えに，居住

者は転売時の価格規制，低所得者への転売義務など，資

産価値の限定に合意する。ひとたび供給された住宅は，

低所得者が利用可能なアフォーダブルな資源として保全

される。コミュニティ・ランド・トラストは近年になっ

て注目を集めている興味深いテニュアである（White＆

Matthei，1987）。非営利組織のランド・トラストは，土地

部分を保有し、住宅だけを低価格で売却する。購入者に

は転売が認められず，退去するときは，資産価値の上昇

分を差引いた価格で住宅をランド・トラストに返還す

るように規制される。ランド・トラストが土地を永久に

保有することによって，アフォーダブルな資源が維持さ

れる。第3に，コミュニティによる住環境のコントロー

ルを重視するテニュアがある。イギリスの非資産型コー

プ住宅，アメリカのミューチャル住宅は賃貸住宅に近い

テニュアであるが，その居住者全員は住宅を所有する組

織のメンバーであり，住環境の維持・管理，コミュニテ

ィの運常に責任を負っている。非営利組織の一般的な賃

貸住宅であっても，居住者が協力して維持・管理を担う

ケースか多い。従来の賃貸住宅は，持家に比べて，居住

者自身のコントロールが及ばないものであった。これを

克服するための工夫がなされている（Clapham　＆

Kintrea，1992；Goetze，1987）。

　なお，イギリスとアメリカとでは，ノンプロフィット

住宅のテニュアの多様化の経緯は異なる。HAはもとも

と賃貸住宅に主力を注いでおり，現在でも基本的にその

性格を維持している。しかし，新しいテニュアが少しず

つ試されており，これは政府の意向による部分とHAが

自発的に採用している部分の両面がある。後述のように，

現在の政府は持家供給に傾斜しており，HAがシェアド

持家を扱い始めたのは，政府の意向を反映したものであ

る。コープ住宅などはHAが自発的に促進し始めたテニ

ュアでま）る。CDCは当初から賃貸だけでなく，持家供

－10－



    給をも重視しており，その過程を通じて，自らが新しい

    テニュアの開発に取り組み，より多様な住宅供給を手が

    けてきた。

    　このようなノンプロフィット住宅の多様性は，テニュ

    アによる社会の分断を緩和し，選択肢の豊富化への貢献

    を果たすものである。どのテニュアが望ましいのかとい

    う一般論はあまり意味がない。世帯の二ーズ，近隣の状

    況に適したテニュアが発案され，プロジェクトの狙いに

    応じた選択の幅が十分に準備されることが重要である。

    J．M．デイヴィスはアメリカにおけるノンプロフィット

    住宅の多様性に関して考察した結論として，すべての側

    面にわたって優位なテニュアは存在せず，あるテニュア

    は別のテニュアに比べて長所と欠点があることから，同

    じ地域の中にできる限り多様な選択肢を揃えておくこと

    が必要であると述べている（Davis，1994b）。

    　関連して，近年の公共住宅の動向が注目される。低所

    得者に対する戦後の住宅政策は，公共住宅のテニュアを

    規格化し，そこに強くドライブをかけるものであった。

    しかし，周知のように，この方向性は既に限界に達し，

    現在の公共住宅は供給戸数の縮小，供給対象の絞り込み

    など，全体的に“残余化”の傾向を深めている。官僚的

    な維持・管理システム，“パターナリズム”と呼ばれる温

    情主義によるコミュニティ機能の減退，ストックの荒廃

    化，マス・ハウジングの団地空間にみられる極端な画一

    性など，公共住宅に対する広範な批判がなされ，それが

    “残余化”に拍車をかけてきた。後述のように，イギリ

    スではストックの大規模な売却政策が展開されるように

    なった。残されたストックは劣悪化した状態にある。ア

    メリカの公共住宅には貧困者が集中し，ストックの荒廃

    が著しい。

    　しかし，他方において，公共住宅の歴史的な評価を踏

    まえたうえで，その新たなあり方を模索するための作業

    が開始されている　（Emms，1990；Harloe，1994a；

    Power，1993）。興味深いのは，そこに非営利組織とノン

    プロフィット住宅の役割が明確に組み込まれている点で

    ある。第1に，公共住宅にノンプロフィット住宅を組み

    合わせ，より多様なテニュアを含む“社会住宅”の編成

    が構想されるようになった。イギリスでは，公営住宅に

    HAの住宅供給を合わせた“社会住宅”の体系が考えら

    れている。アメリカではCDCを“社会住宅”のひとつ

    の主体に位置づける発想が生まれている。またイギリ

    ス・アメリカの双方において，公共住宅の所有権を非営

    利組織に移すなど，公共住宅自体のテニュアを多様化し

    ていくケースが現れている。

    　第2は，ストックの再生における非営利組織とコミュ

    ニティの役割の強調である。ストックの物的改善を行い，

    官僚的な維持・管理システムを転換し，パターナリズム

    から抜け出すために，非営利組織をつくり，コミュニテ

    イの自発性を育成していくスタイルが試されている。イ

    ギリスでは，コミュニティの役割を設定した優先団地プ

    ロジェクト，団地アクションなどの制度によるストック

    の改善事業が実施され，非営利組織の借家人管理コープ

    が維持・管理を手がける方法が一定の普及を示すように

    なった（Pinto，1993）。アメリカでは借家人管理機構を非

    営利の法人組織として設立し，居住者が維持・管理に責

    任を負い，ストックの再生に中心的役割を担う方法が発

    達してきた（Kolodney，1986）。

    　全体として，“杜会住宅”の編成によるテニュアの多様

    化，コミュニティによるストックの蘇生，維持・管理方

    法の転換が指向され，その中に非営利組織の新しい位置

    が想定されていることが分かる。M．ハーロウは，公共

    住宅の閉塞状態を突破し，“社会住宅”の将来を展望する

    ために，「ノンプロフィット住宅のいっそうの推進，新し

    い形態の選択，新しい多様な二ーズヘの貢献，より多様

    な組織と管理形態」の必要性を強調し，「近い将来にもっ

    と多様でダイナミックな社会住宅セクターが現れるであ

    ろう」と述ぺている（Harloe，1994b，414-5）。

    2．4インナーエリアの再生

    　非営利組織の多くは大都市のインナーエリアで行動し

    てきた。そこでは，住環境の劣悪化，資本と人口の流出，

    貧困の増大などの問題が深刻である。市場は適切な働き

    を示さない。政府の介人が成功するとは限らない。多岐

    にわたる“ハード・コア”の問題が集中する近隣を再生

    に導くために，非営利組織の努力が重ねられてきた。

    　HAの半数以上はインナーエリアにプロジェクトを実

    施している（Smith，1989）。1969年住居法では住環境の改

    善が必要な地域に対する一般改善エリア制度，74年住居

    法では特に問題が大きい地域に対する住宅アクション・

    エリア制度が設けられ，その整備事業が進められてきた。

    HAはこうした制度が適用されたエリアの多くに存在し，

    特に住宅アクション・エリアの大半において活動を行っ

    ている。1989年地方政府・住居法ではこれらの制度が更

    新エリア制度に統合され，そこにHAのプロジェクトが

    いっそう進展することが期待されている。CDCの7割

    近くは都市部，その大半はインナーエリアに拠点を持ち，

    荒廃化が進む近隣の問題を射程に収めてきた（Walker，

    1993）。

    　インナーエリアにおける非営利組織のプロジェクトは，

    第1に，近隣の既存の秩序を保全し，そこに小規模なイ

    ンフィル住宅を埋め込んでいく点が特徴的である。新規

    建設だけでなく，ストックの修復，改善が重視される。

    既成住宅地に展開していた“スクラップ・アンド・ビル

    ド”の大規模な再開発は，既存の物的・社会的・心理的

    秩序の破壊をもたらす場合が多く，批判が集中してきた

    ことは周知のとおりである。これとの対比において，イ

－11－



   ンフィル住宅を粘り強く積み上げていく非営利組織のス

   タイルは支持を集めるようになった。

   　第2に，非営利組織の活動は包括性に富んでいる。

   CDCは住宅供給を基軸として，商業活動への融資・投

   資，商業・工業・業務施設の開発・管理による経済開発

   と雇用創出，コミュニティの組織化，貧困者・高齢者へ

   の社会サービスなど，近隣の全体的な蘇生を目標に据え

   てきた（Walker，1993）。インナーエリアでは，住宅の問

   題だけでなく，多面的な問題が複雑に絡み合っており，

   これを解きほぐしていく必要性が大きい。HAの活動は，

   CDCに比べれば，住宅供給に専念している場合が多い。

   しかし，高齢者を対象としたプロジェクトでは一般的に

   社会サービスが結合され，近年では経済開発に着手する

   HAも現れている（Carley，1990）。特にスコットランド

   のCBHAは，特定の近隣に関心を集中し，多角的なプ

   ロジェクトを重視している。

   　HA，CDCの多くは，活動の包括性を高めるために，

   関連組織を設置してきた。組織の本体は住宅に専念し，

   社会サービスなどの専門性を要する問題のために関連組

   織がつくられる。チャリティの資格を持つHAは，組織

   の目的の変更・追加のために煩雑な手続きが必要である

   ことから，活動範囲を広げるときは関連組織を設立する

   傾向が強い。またHA・CDC双方ともに，関連組織と

   して営利目的の組織を持つことが可能である。これは，

   営利事業によって収益をあげ，それを組織の本体に還元

   し，非営利目的のプロジェクトに投人していく点に狙い

   がある。

   　さて，以上に述べてきたノンプロフィット住宅の特性

   は何を意味しているのであろうか。後述するように，1980

   年代以降の住宅政策は大きな変動を示し，それとの関連

   においてノンプロフィット住宅の位置づけは急速に高ま

   った。しかし，そうした政策変動の影響だけでなく，注

   意を要するのは，ノンプロフィット住宅の特性はそれ自

   身の存在と成長に対して，より基礎的な根拠を形成して

   いることである。

   　これまでの住宅供給は，政府介入と市場機構がシステ

   ムの中枢をつくってきた。その中で，非営利組織はシス

   テムの主要部分を構成してきたとはいえない。しかし，

   ノンプロフィット住宅の特性は，政府が対処できず，市

   場は反応しない領域の存在を証明するものである、既成

   システムはコミュニティの自発性を表現する回路を装備

   していない。特別の二ーズヘの対応，新しいテニュアの

   開発，インナーエリアの再生などに対して，従未のシス

   テムは適切な機能を発揮できなかった。すなわち，非営
      利組織は＜政府＞と＜市場＞の“間隙”にくサード・ア

   ーム＞の領域を発見し，そこに自らの独川生を育成して

   きたのである。

   　この“間隙”は，今日に至って，いっそう広がるよう

   になった。特別の二ーズを持つ世帯が増えていることは

   先述した。インナーエリアの再生は従来にも増して重要

   な課題である。特定のテニュアにドライブをかける政策

   は限界に達した．コミュニティの自発性の尊重に対する

   合意が生まれようとしている。このような“間隙”の拡

   大につれて，ノンプロフィット住宅の根拠はしだいに明

   確になっていくと考えられよう。

   　HAとCDCは互いに異なる内容を持っている。イギ

   リスとアメリカとでは，住宅をめぐる環境は差異がある。

   後述のように、現在の両国の政府は，非営利組織に対し

   て異なる態度を提示している。しかし，同時に注目され

   るのは，“ボランタリー・ハウジング”と“コミュニティ・

   べ一スト・ハウジング”は，組織の仕組み，夕ーゲット

   の設定，プロジェクトの特徴などに関して多くの共通性

   が認められることである。HAとCDCの行動に類似性

   を見いだすことはそれほど難しくない。この点は，ノン

   プロフィット住宅の性格に一定の普遍性があることを示

   唆しているように思われる。

   3．住宅政策の変動とノンプロフィット住宅

   　現時点では，住宅ストック全体に占めるノンプロフィ

   ット住宅のシェアは小さい。イギリスにおいてHAの賃

   貸住宅ストックは約60万戸，総ストックの約3％を占め

   るに過ぎない（HMSO，1992）。アメリカではCDCの供

   給実績は約32万戸，これにCDC以外の非営利組織の供

   給実績を合わせても100万戸に満たないと見積もられ，総

   ストックに対する比卒はト2％である（Walker，1993）。

   　しかし，1980年代以降のイギリス・アメリカでは，両

   国に共通して新保守主義が台頭し，それが住宅政策の内

   容に急激な変動をもたらしてきた。これとの関連におい

   て，ノンプロフィット住宅の位置づけは政策的に高めら

   れ，その供給戸数も増大していくと予想されている。

   3．1サッチャー政権以降の住宅政策とHA

   　1979年に成立したサッチャー首相の保守党政権は新保

   守主義を前面こ押し出し，住宅政策のドラスティックな

   改変に着手した。“大きな政府”の住宅への支出を削減

   し，“小さな政府”をつくり，市場に依存する方向性が鮮

   明に現れた。1991年以降のメジャー政権においても，そ

   うした住宅政策の基本路線が受け継がれている。その主

   な内容は，持家所有の促進，公営住宅ストックの売却，

   衰退している民営借家供給の再興などである（内田，

   1993；Malpass，1990）。

   　なかでも公営住宅の売却は政策的に特に力点が置かれ

   た。1980年住居法は公営住宅の居住者にその住宅をディ

   スカウント価格で取得できる購入権を与えた。公営住宅

   の処分と持家所有の拡張が同時に意図されている。1985

   年住居法では，地方政府に公営住宅ストックを団地ない
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   　　写真-1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　写真-2

   ロンドンのインナーエリアに活動するH　A，環境トラストの住宅・庭園プロジェクト．

   　　　　　　庭園づくりを手がけるスタッフ．ミート・ガーデンズ．

   し棟ごとに民間に売却できる権限が付与された。1988年

   住居法は，公営住宅の売却をいっそう強力に進めるため

   に，居住者が地方政府に対して公営住宅の所有権を他に

   譲渡するように請求できる借家人請求権を設け，さらに

   中央政府が住宅事業トラストを設置して公営住宅団地を

   修復したうえで他に売却できる権限を設定した。この1988

   年法において，公営住宅を処分するための誘引ないし権

   限が居住者・地方政府・中央政府のすべてに対して準備

   されたといえる。また同時に，公営住宅の家賃を一貫し

   て上昇させる政策が採用されてきた。これは公営住宅の

   メリットを引き下げ，居住者の購入権，借家人請求権を

   補強する役割を果たし，ストックの売却に拍車をかける

   ように機能する。公営住宅の全面的な解体が意図されて

   おり，その手段は完成の域に近づいているとみられる。

   　イギリスでは，福祉国家の根幹に住宅政策が位置づけ

   られてきた。そこでは持家取得への公的支援とともに，

   公営住宅は中心的な役割を担ってきた。保守党政権は持

   家に傾斜し，労働党政権は公営住宅を重視するという違

   いはみられたが，これは相対的な差異であり，福祉国家

   の住宅政策として持家と公営住宅の双方を基軸に据える

   点ではコンセンサスが形成されてきた（Balchin，

   1989）。サッチャー政権はこの歴史的な合意を超えて公営

   住宅の解体を手がけ，それを通じて福祉国家の解体を射

   程に組み込んだのである。この政権のもとでは，公営住

   宅だけでなく，多くの公共資産，公企業が売却され，1980

   年から86年にかけて総計164億ポンドの資産が処分され

   た。このうち公営住宅の売却は90億ポンドと，過半を占

   めた。政府縮小のための主要な夕一ゲットが公営住宅に

   設定されたことが分かる。R．フォレストとA．ミューリ

   ーは公営住宅の売却を“福祉国家の売却”と表現してい

   る（Forrest＆Murie，1988）。

   　中央政府の住宅財政支出の推移を「直接支出」と「持

   家税控除」に大別して表-2に示した。「直接支出」は公

   営住宅，家賃補助などのために財政から直接的に投入さ

   れる支出であり，1988／89年の額にデフレートした数値で

   みると，1976／77年の148億ポンドに比ぺ，1989／90年では

   75億ポンドに半減していることが分かる。この内訳に言

   及しておくと，「直接支出」の減少は公営住宅への補助の

   急激な削減に起因する部分が大きい。家賃補助への支出

   は22億から42億ポンドヘ増加した。家賃補助は全借家世

   帯の半数強に支給されるに及んでいる。周知のように，

   イギリスに限らず，多数の国において住宅政策は家賃補

   助に比重を移しており，この傾向が家賃補助の支出増加

   に反映されている。しかし，それが「直接支出」全体の

   縮減をくい止めるまでには及んでいない。「持家税控除」

   は持家所有者に対するモーゲージ利子の課税所得からの

   控除などの税優遇措置によるもので，本来は徴収できる

   税が歳入にならず，間接的な財政支出として機能する。

   この「持家税控除」は34億から65億ポンドヘとほぽ倍増

   の大きな伸びを示した。このような「直接支出」の半減，

   「持家税控除」の倍増に代表される住宅財政支出の変化

   　　　　　　　　　　　　　　　は，サッチャー政権の

   表-2　イギリス住宅財政支出　方針を端的に表現して

   　　　　（£bn）　　　　　　　　いるといえよう（Hins，

   　　　　　　　　　　　　　　　1991）。
   　　　　　直接支出　　持家税控除

   1976／77
   1977／78
   1978／79
   1979／80
   1980／81
   1981／82
   1982／83
   1983／84
   1984／85
   1985／86
   1986／87
   1987／88
   1988／89
   1989／90

   14，8
   12，6
   12，0
   12．1
   11．1
   9．0
   8．7
   9．1
   9．2
   8．7
   8．6
   8．5
   7．0
   7．5

   3．4
   2．9
   2．7
   3．1
   3．5
   3．4
   3．3
   3．6
   4．4
   5．5
   5．3
   5．2
   5．5
   6．5

   （注）　・1988／89価格にデフレート．
   （出典）・Hills，J．（1991），p．24，
   　　　Table3．1より作成．

   　住宅政策の変動のも

   とで，住宅ストックの

   構成は大きな変化を示

   し，住宅事情に新しい

   問題が現れた（Malpass，

   1986）。すなわち，1981

   年から91年にかけて，

   公営住宅ストックの比

   率は30．8％から21．8％

   へと急速に低下した。

   新規供給の減少とスト

   ック売却の同時進行に

   より，公営住宅は確実
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  に減少に向かっている。1980年代を通じて，ストック売

  却の戸数は新規供給戸数を上回り，低所得考が利用でき

  る賃貸住宅ストックは著しく縮小した。政府は民営借家

  の供給の回復を促す施策を展開してきたが，その効果は

  現れず，むしろストックの比率は11．2％から7．4％へと低

  下し，賃貸ストックの減少が加速された。一方，持家率

  は55．8％から67．7％へ大きな伸びを達成した。持家所有

  を促進する政策の効果が明快に表現されている。しかし，

  低所得者にまで持家取得が及んだことから，モーゲージ

  の滞納・差し押さえ件数が急速に増大した。従来であれ

  ば公営住宅に入居したと思われる世帯は，そのストック

  が減少し，民営借家も減少していることから，低所得で

  あっても持家所有を試みるが，それを縦持するコストに

  耐えきれない場合が増えている（Doling　et　al，1988）。

  　こうした経緯をへて，イギリスの住宅政策はHAの役

  割を拡大する方向性を採用していく。1980年代の前半で

  は，住宅への公的支出の削減の影響を受け，HAの住宅

  供給は低迷した状態にあった。1980年住居法はチャリテ

  ィの資格を持たないHAの居住者にストックの購入権を

  与え，84年にはチャリティのHAの居住者に対して市場

  での持家取得に補助が付与されることになった。政府は

  公営住宅だけでなく，HAの居住者にも持家取得の誘引

  を準備した。しかし，住宅事情が新たな局面を迎える中

  で，1980年代の後半になると，HAの政策的な位置はし

  だいに高められていく。1988年住居法の借家人請求権，

  住宅一事業トラストはHAには適用されなかった。政府は

  公営住宅に対しては一貫してその解体を指向してきたの

  に比べ，HAについては方針を変化させ，その位置づけを

  むしろ引き上げる方向を選択したのである（Langstaff，

  1992）。この点は1988年住居法の中に明確化された。

  　第1に，HAは賃貸住宅供給の主力としての位置が設

  定された。持家所有を促進する政策が展開されるとして

  も，すべての世帯が持家を取得できるわけではない。持

  家を購入できる世帯の大半は既に取得を果たしており，

  持家主は限界に近い地点こまで上昇している。公営住宅

  ストックが確実に減少し，民営借家の供給は回復されな

  い状況の中で，賃貸住宅に関わる，より現実的な政策展

  開が必要とされた。第2に，先に言及したように，従来

  の公常住宅だけでなく，HAを加えた“社会住宅”の供

  給体系が編成されるようになった。公営住宅を縮小して

  いく政府の方針に変化はなく，HAは“社会住宅”の主

  力に据えられた。第3は，公営住宅の解体の受け皿とし

  てのHAの役割である。ストックの売却は大規模に展開

  され，所得が相対的に高い居住者は購人権を既に行使す

  るなど，売却の条件が整っている場面では公営住宅の大

  半が処分されてきた。残されたストックは，低質な住環

  境，低所得の居住者などの状況がある（Diacon，1991）。

  これを解体するために，借家人請求権，住宅・事業トラス

  トなどによるストックのHAへの移管が意図されている。

  1990年時点において，11団地，6万戸の公営住宅ストッ

  クをHAに移管するプロジェクトが進行している。

  　付言すべきは，サッチャー政権の住宅政策はコミュニ

  ティの自発性の促進を重視してきたことである（Jacobs，

  1992）。福祉国家による救済ではなく，コミュニティの

  自助，互助の必要性が強調された。HAはコミュニティ

  の自発的な活動を．尊重する点において，政府の方針に合

  致する要素を含むものであった。先述した優先団地プロ

  ジェクト，川地アクションなどの団地再生事業は政府が

  力を入れてきた施策である。公常住宅ストックは地方政

  府が所有するにせよ，HAに移管されるにせよ，その再

  生のためにコミュニティの役割が導入され，借家人管理

  コープの設置が推奨された。

  　こうして，住宅政策が変動していく中で，HAは新た

  な位置を占めるに及んだ。現在では，賃貸住宅ないし

  “社会住宅”の供給において，HAは明らかに勢力を拡

  張している。

  　政府はHAに対する政策方針を1989年に次のように表

  明している。

  　　　　　　写真-3　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　写真-4

  画一的な公営住宅を再生するために，敷地内のHAの住宅建設か進む．ロンドン，ホリー・ストリート．
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 「私たちの新しい政策はHAをセンター・ステージ

 に位置づけるものである。私たちは，HAを賃貸住

 宅のための新しい社会住宅の主要な供給主体である

 と見なしている。そしてHAは不満足な状態の公営

 住宅借家人に対する新しい地主になり得ると考えて

 いる」（Langstaff，1992，29）。

 3．2　レーガン政権以降の住宅政策とCDC

 　1981年に政権についたレーガン大統領は，やはり新保

 守主義による住宅政策の急激な改変を手がけた。“小さな

 政府”をつくるために，住宅政策の縮小は主要な課題と

 され，住宅を市場にゆだねる方向性が追求された。住宅

 都市開発省の予算は大幅な削減の対象となり，1980年で

 は357億ドル，連邦政府予算の7％であったのに対し，88

 年では152億ドル，1％未満にまで低下した（Schwartz

 et　al,1988）。“大きな政府”の住宅政策は終息を迎えるこ

 とになった。連邦政府の財政赤字は1980年代に史上最大

 の規模にまで達し，住宅政策の縮小への圧力は極めて高

 い。1981年の大統領の住宅委員会は住宅政策の基本路線

 として，「民問セクターへの依存」「自由で規制のない市

 場」「最小限の政府介入」を強調している（Hartman，

 1986）。

 　サッチャー政権における住宅政策は，公営住宅の解体

 のための各種の法制度に代表されるように，ある意味で

 は強い“介入”を伴うものであった。住宅への政府の介

 入を縮小するために“介入”が必要になるという逆説的

 関係がみられた。これに比べ，レーガン政権の住宅政策

 は，よりシンプルな“撤退”に特徴づけられる。持家所

 有の促進を中心として，市場の役割が重視された。公共

 住宅の供給，民営借家への介入による補助住宅の供給は

 急速に縮減された。公共住宅と補助住宅を合わせた供給

 戸数が住宅供給総戸数に占める比率をみると，1970年代

 を通じて平均14％であったのに比べ，84年には5％にま

 で落ち込み，これ以降も低下が続いている（Stegman＆

 Holden，1987）。

 　イギリスに比較すれば，アメリカではもともと市場に

 よる住宅供給が大きな比重を占める。イギリスの公営住

 宅ストックは，サッチャー政権が成立するまでは総スト

 ックの約3割を占めていたのに対し，アメリカでは公共

 住宅と補助住宅を合わせたストックは5％に満たない。

 しかし，アメリカにおいても1950年代から60年代，70年

 代にかけて，政府による住宅への介入はしだいに深まる

 傾向にあった。レーガン政権はこれを停止させ，住宅政

 策の“撤退”を実行し，市場の住宅供給をいっそう強調

 する方針を打ち出した。

 　表-3は連邦政府による住宅財政支出の推移を示して

 いる。「予算認可」は公共住宅，補助住宅，家賃補助など

 の「直接支出」のための向こう5～20年間にわたる予算

 表一3　アメリカ住宅財政支出（US＄bn）

 予算認可　　直接支出　　持家税控除　　貨貸税控除

 1977
 1978
 1979
 1980
 1981
 1982
 1983
 1984
 1985
 1986
 1987
 1988
 1989

 28.6
 32.3
 24.8
 27.9
 26.9
 14.6
 10.5
 12.7
 26.9
 11.6
 9.9
 9.7
 10.O

 3.0
 3.7
 4.4
 5.6
 7.8
 8.7
 10.0
 I1.3
 25.3
 12.4
 12.7
 13.9
 15.3

 9.6
 14.2
 18.9
 25.0
 31.5
 34.3
 31.3
 34.6
 37.3
 42.4
 49.8
 50.4
 49.7

 O．6
 0．5
 0．5
 1．5
 1．9
 1．3
 3．8
 3．3
 3．3
 6．1
 3．7
 3．5
 3．2

 （注）　・デフレートしていない．
 （出典）・Leonard,P.A．et　al．（1989）p．32，Table　III,
 　　　Marcuse，P．（1990）P．339，Figure10．1より作成．

 の認定額を表している。この「予算認可」は1977年の286

 億ドルに比べ，89年は100億ドルにまで低下した。公共住

 宅などの急激な縮小が「予算認可」の減少に反映されて

 いる。「直接支出」は30億から153億ドルヘ増加している

 が，これは1970年代の「予算認可」に基づく部分が大き

 い。アメリカにおいても家賃補助への支出は増加してい

 る。しかし，イギリスの家賃補助が全借家世帯の半数以

 上に対応しているのに比べ，アメリカの家賃補助は約3

 ％をカバーしているに過ぎず，小規模な施策にとどまっ

 ている。これに比べ，「持家税控除」は96億から497億ド

 ルヘと急速な伸びを示し，圧倒的に大きな位置を占める

 ようになった。持家供給を促進する政策の意図が表現さ

 れている。

 　先述したイギリスの住宅財政支出の推移にみられる傾

 向は，アメリカにも当てはまるものといえよう。E．A．

 ロイスタッチャーは1980年代のイギリス・アメリカにお

 ける保守党政権の住宅政策に関して比較分析を行い，

 「持家税控除」の急増が両者に共通する最も重要な変化

 であると指摘している（Roistacher，1984）。しかし，

 1989／90年のイギリスでは「持家税控除」は「直接支出」

 よりもやや低い額であるのに比べ（表-2），1989年の

 アメリカの「持家税控除」は「直接支出」の3倍以上に

 達する。「持家税控除」と「直接支出」の相対的関係に限

 っていえば，アメリカの住宅政策は持家所有にいっそう

 強く重点を置いているといえる。

 　1980年代以降のアメリカの住宅事情は深刻な状況に陥

 っている（Leonard　et　a1．1989）。問題の核心はアフォー

 ダブル住宅の欠乏である。住宅政策の“撤退’’により，

 市場が白由に作動する場面が広がり，それがアフォーダ

 ブル住宅の減少を加速した。持家所有を促す政策が展開

 されてきたが，その取得・維持のためのコストが上昇し

 たことから，持家率の伸びは停滞した状態にある。1980

－15－



 写真-5　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　写真-6

 インナーエリアの惨状．住宅放棄が進む．ニューヨーク，サウス・ブロンクス．

 年では65．6％であった持家率はやや低下し，92年では

 64．1％である。特に若年層では持家率の低下が著しい

 （JCHS，1993）。賃貸住宅市場の低所得層はいっそう厳

 しい状態にある。低家賃住宅は不安定化の傾向を強め，

 現実に大幅に減少した。1989年価格で家貨が300ドル未満

 の戸数をみると，74年の950万戸から87年の720万戸へと

 著しい減少である。これとは逆に，500ドル以上の住宅は

 362万戸から1，130万戸へ急増した（JCHS，1990）。賃貸住

 宅供給の主力は高家賃住宅ヘシフトしていることが分か

 る。大都市では中間所得層が都市内へ回帰するジェント

 リフィケーションによって低家賃住宅が“高質化”され，

 高家賃化ないし他用途への転換が進んだ。他方では，低

 所得層の近隣において住宅経営費の増大，居住者の所得

 の低下，住環境の荒廃などにより，家主が所有物作を“放

 棄”する現象が広がった。“高質化”と“放棄”は同時に

 進行し，低家賃住宅のストックの不安定化をもたらした。

 　こうした現実に向かって，CDCを中心とする非営利

 組織はアフォーダブル住宅の供給を着実に拡大してきた。

 政府は住宅政策から手を引き，市場は低家賃住宅を供給

 できず，むしろそのストックを減少させていく中で，C

 DCだけがアフォーダブル住宅をつくり出しているとい

 っても過言ではない。大都市では1980年代以降に供給さ

 れたアフォーダブル住宅のほとんどすべては非常利組織

 が主体となるものであった。

 　レーガン政権の住宅政策は単純に“撤退”するだけで

 あった。しかし，アフォーダブル住宅の減少傾向が明白

 になり，同時にCDCの活動が拡張するなど，住宅をめ

 ぐる状況は大きな変化を示してきた。これを受けて，1980

 年代の後半から90年代にかけて政府はCDCへの支援を

 行い，それを通じた住宅政策の展開を試みるようになる。

 レーガン政権は1986年にCDCのための近隣開発デモン

 ストレーションを制度化した。規模の小さな実験的なプ

 ログラムであったが，いくつかのCDCのプロジェクト

 を成功に導く役割を果たした。

 　CDCを支援していくスタンスが明瞭に示されたのは

 ブッシュ政権の時期に創設された1990年のアフォーダブ

 ル住宅法である（LIHIS，1991）。これは1974年の住宅・コ

 ミュニティ開発法以来の総合法制であり，住宅政策が“撤

 退”を超えて新たな動きを開始するための枠組みを示唆

 するものであった。CDCの住宅供給の拡大は中心課題

 のひとつに据えられ、そのための多彩なプログラムが準

 備されるに至った。この法制においてCDCはアフォー

 ダブル住宅の主要な主体としての政策的な位置が明確に

 与えられたといえる。これに続いて，クリントン大統領

 の民主党政権においても，CDCを支援していく政策が

 受け継がれている。特に1993年にスタートしたEZ／EC

 （Empowerment　Zone　and　Enterprise　Community）は，

 住宅，維済閉発などに取り組むコミュニティ・べースト

 の活動をプッシュしていく意図を明示している。

 　注意を要するのは，アフォーダブル住宅法は“大きな

 政府”の住宅政策の再現は意味しないことである。政府

 が公共住宅などの住宅供給に直接的に携わる局面は1980

 年代に縮小した。この傾向は1990年代にも引き継がれる

 と考えてよいであろう。財政赤字が膨張していることは

 90年代においても同様であり，“大きな政府”が再浮上で

 きる条件は存在しない。そうした状況の中で，政府が注

 目したのはCDCの成長であり，アフォーダブル住宅法

 はそれへの支援を通じて住宅政策の効卒・効果を高めて

 いく点に焦点を合わせている。

 　また，レーガン政権の住宅政策はコミュニティの自発

 性の必要を強調するものであった。レーガン大統領は

 　　「われわれは，かつては自発的に行うべきと考えて

 　　いた多くのことを政府にゆだねてきた。あなた方の

 　　多くは，それらのことをもう一度自分の手で行いた

 　　いと思っている。私はそのように信じている」

 と述べ，「自発性，協力，民間主導，コミュニティ主導の

 アメリカの精神」の復活を呼びかけたのであった（Bar-

 nekov　et　al，1989，114）。コミュニティに基礎を据えるC
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  　　　　　　写真-7　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　写真-8

  ボストン，サウス・エンドのCDC，“行動するプエルトリコの借家人”によるインナーエリアのプロジェクト．

  ヴィラ・ヴィクトリア，高齢者のために低家賃住宅を建設．荒廃した教会を低価格のコンドミニアムに転換．

  DCの活動は，公共住宅，補助住宅に比べて，政府が受

  け入れやすい性質を備えていたとみられる。この点は，

  サッチャー政権とHAの関係に類似している側面がある。

  　以上のように，イギリス・アメリカ両国において，住

  宅政策が大きく変動する中で，ノンプロフィット住宅は

  政策的な位置づけが高められてきた。公的な住宅供給が

  縮小され，市場への依存が強まるにつれて，住宅事情は

  新たな問題を招いている。ノンプロフィット住宅はこれ

  に対応するための中心的な主体としての位置を付与され，

  従来の公的住宅を代替する性格を帯びるようになった。

  HAは賃貸住宅，“社会住宅”の主力として位置づけら

  れ，公営住宅の解体にダイレクトに関連づけられた。

  CDCはアフォーダブル住宅供給の主力に据えられた。

  　両国の政府は民間の住宅供給を重視していく方針を保

  持している。しかし，それを単純な自由市場として動か

  すのではなく，社会的な目標に接合させる方策の発見が

  課題になってきている。こうし1文脈の中で非営利組織

  の役割がクローズ・アップされていると考えられよう。

  　ノンプロフィット住宅のシェアが現時点では小さいこ

  とは既に指摘した。しかし，その供給量は確実に増加に

  向かっており，ノンプロフィット住宅が住宅ストック全

  体の中に一定の位置を占めるようになる可能性は否定で

  きない。また，現在のノンプロフィット住宅は既に公的

  住宅供給を上回る実績を示している。イギリスでは，

  HAによる供給戸数が1989年に公営住宅を上回るように

  なった。アメリカの公共住宅は年間数千戸しか供給され

  ていないのに比べ，CDCは少なくとも4万戸は供給し

  ている。これは公的住宅が急速に縮小したためでもある。

  しかし，ノンプロフィット住宅の供給量が公的住宅を上

  回っている事実は注目されてよいであろう。

  4．ハウジング・パートナーシップの展開

  　今日の非営利組織はハウジング・パートナーシップを

  形成して行動する。HA・CDCは，1970年代までは政

  府の補助を利用してプロジェクトを行ってきた。特に

  HAはほぼ全面的に中央政府の補助に依存してきた。

  CDCは民間資金をも利用していたが，基本的に連邦政

  府の補助に依拠して住宅供給を実施してきた。しかし，

  1980年代を迎え，非営利組織は政府の補助だけでなく，

  民間資金をも組み合わせ，多様な主体から構成されるパ

  ートナーシップをつくり，新しいスタイルのプロジェク

  トを展開するようになった。このシステムは，従来の住

  宅供給とはまったく異なる方法を生み出している。

  　ハウジング・パートナーシップの実態を把握するには，

  次の2つの視角が必要である。第1は，公共・民間，及

  び非営利セクターの＜セクター間＞の関係への注目であ

  る。第2は，中央・地域・コミュニティの＜レベル間＞

  における＜集権＞と＜分権＞の関係である。HA・CDC

  のパートナーシップは非常に複雑であり，その構造の完

  全な把握は難しい。CDCのパートナーシップは特に込

  み入った内容を持っている。しかし，セクター間，レベ

  ル間の関係に焦点を合わせていけば，パートナーシップ

  の基礎的な実態は理解でき，HA・CDCのプロジェク

  トの仕組みを捉えることが可能になる。

  　既に述べたように，HA・CDCは，その活動の性格

  に関して類似している部分がある。1980年代の住宅政策

  の変動のもとで政策的な位置が上昇した点においても

  HAとCDCは共通性を持っている。しかし，パートナ

  ーシップのシステムについては，少なくとも現時点では

  両者の間に大きな差異が認められる。

  4．1　HAの“単線型”システム

  　HAのプロジェクトはHAGによる手厚い公的補助を

  受けて実施されてきた。1974年住居法によって創設され

  たHAGは非常に“寛容”な内容を持っていた。しかし，

  1988年住居法はHAGのあり方に重要な変更を加えた

  （Randolph，1992,1993）。

  　第1は，ミクスト・ファンディングの採用である。従
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    来のHAGは，資本コストと家賃収入の差額に対して，

    一般的に90％を超える補助を提供してきた。補助率が

    100％に及ぶケースも珍しくなかった、これに対し、ミク

    スト・ファンディングはHAGの補助率を低下させ，民

    間資本を導人しようとするもので，補助率を75％程度に

    抑え込むようになった。補助率は近い将来に50％にまで

    低下していくと予想されている。表-4にみられるよう

    に，1990年代半ば以降のHAの住宅供給は，ほとんどす

    べてがミクスト・ファンディングに基づくくことになる。

    また従来のHAGは，プロジェクトの完了時点の資本コ

    ストを某準に算出されていたのに比べ，現在では計画時

    点における資本コストを基礎にして補助額が計算される

    ようになった。計画時点から完了時点にかけて，コスト

    が当初の予定を超えていくケースがあっても，超過した

    コストは補助対象から外されることになった。

    　第2は，HAの賃貸住宅への保証賃貸借制度の適用で

    ある。これにより，従未はHAの住宅には公正家貨が定

    められていたのに対し，1989年1月以降の入居者に対し

    ては，家賃の規制が解除されることになった．、換言すれ

    ば，公正家賃の収入と資本コストの差額にHAGを受け

    ていたHAは，補助卒が低下したHAGに民間資本をつ

    なぎ合わせ，資本コストを回収するための家賃を独自に

    設定する必要が高まった。保証賃貸借制度は，ミクス卜・

    ファンディングとの組み含わせによって，民間資本の導

    入を促進するところに意図がある。公正家貨の住宅に対

    しては，民間資本を投入する誘引は生まれない。

    　第3に，従来はHAのプロジェクトが赤字に陥った場

    表-4　HAへのミクスト・ファンディングの増加（千戸）

    Public　　　　　　　　　　　Mixed　　　　　　　　　計
    Funding　　　　　　　Funding

    1986／87　433＜78＞
    　　　　（100．0）
    1987／88　　　　552　＜100＞
    　　　　　（94．4）
    1988／89　510＜92＞
    　　　　　（89．8）
    1989／90　　　　364　　＜66＞
    　　　　　（43．4）
    1990／91　249＜45＞
    　　　　　（25．1）
    1991／92　　　　181　　＜33＞
    　　　　　（14．9）
    1992／93　　　　180　　＜33＞
    　　　　　（9．5）
    1993／94　　　　185　　＜34＞
    　　　　　（9．O）
    1994／95　　　　196　　＜36＞
    　　　　　（9．4）

    　○　　＜0＞
    　（O．0）
    　33　＜100＞
    　（5．6）
    　58　＜176＞
    （1O．2）
    475　＜1439＞
    （56．6）
    742　＜2248＞
    （74．9）
    1035　＜3136＞
    （85．1）
    1722　＜5218＞
    （90．5）
    1872　＜5673＞
    （91．0）
    1879　＜5694＞
    （90．6）

    433　＜74＞
    （l00．O）
    585　＜100＞
    （100．O）
    568　＜97＞
    （100．O）
    839　＜143＞
    （100．O）
    991　＜169＞
    （1OO．0）
    1216　＜208＞
    （1OO．0）
    1902　＜325＞
    （100．0）
    2057　＜352＞
    （1OO．O）
    2075　＜355＞
    （1OO．0）

    　（注）・（）内は％。＜＞内は1987／88を100とする指数．
    　　　・1992／93以降は計画戸数．
    （出典）・Randolph，B．（1993）p．42，Figure4．1より作成．

    合の補助であるRDG（Revenue　Deficit　Grant），スト

    ック修復のための補助であるMRG（Major　Repair

    Grant）が準備されていた。しかし，これらの制度は廃止

    され，HAはストック修復などのコストをも見込んだ家

    賃設定が必要になった。

    　公共セクターに依拠してきたHAは，民間セクターに

    もアクセスする必要が強まり，HAをめぐるセクター間

    の関係に大きな変化が生じたといえる。先述のように，

    イギリスの住宅政策はHAの役割を引き上げる方針を採

    用した。1988年住宅法以降において，HAへの公的補助

    は全体的に拡大された。しかし，これは個々のプロジェ

    クトヘの補助率の低下を伴うもので，HAは公的補助に

    民間資本を加えて資金を調達し，住宅供給を全体として

    増大させていく方向が想定されている。

    　注意すべきは、HAはいわば“マーケット・プレイヤ

    ー”としての行動が必要になったことである。“寛容”な

    HAGを基にプロジェクトを行ってきたHAは，民間資

    本を調達し，家賃設定に気を酉己り，負債を回避するなど，

    “リスク”に直面しながら効率的に活動する必要が高ま

    った。こうした変化は，保守党政権の住宅政策全体の基

    本路線を反映したものである。HAは単純に拡大してい

    るのではなく，むしろ新たな緊張関係に向き合う中で発

    展を模索する段階を迎えている。

    　後述のアメリカとは異なり，現時点のイギリスでは，

    HAは市場利子率の通常の融資以外に民間資本を調達す

    る手段に乏しい（Karn＆Wolman，1992）。ミクスト・

    ファンディングが導人されながら，民間資本に対するイ

    ンセンティブは準備されていない。1983年に制度化され

    たBES（Business　Expansion　Scheme）は賃貸住宅投

    資に対する税制上の利益を付与するもので，HAはこれ

    を用いて低コストの民間資本を収集できる可能性があっ

    た。しかし，BESは1993年に廃止され，短命の制度に

    終わっている（Crook，1992）。この点は現在のHAのプロ

    ジェクトに大きな問題をもたらしている（Randolph，

    1992．1993）。

    　第1は，家賃の上昇である。市場利子率の資本を回収

    するために家賃上昇が必然化することは当然である。近

    年のHAの住宅への新規入居における家賃上昇率は，所

    得上昇率，物価止昇率を大きく上回っている（Stevens，

    1993）。RDG・MRGの廃止はやはり家賃上昇への圧力

    をかける。第2は，肝住者構成の低所得化である。家賃

    の上昇は，高所得の入居者を引きつけるのではなく，む

    しろ家賃補助をフルに受給できるほどの低所得者を吸収

    するように作用している。HAはもともと低所得者を対

    象として住宅をつくってきたが，より低所得の世帯だけ

    が集中する作宅地の形成は問題が大きい。関連して，第

    3に“貧困の罠”の問題が生じるようになった。1988年

    の家賃補助制度の改変により，所得が少し上昇すれば，

-
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   補助額は急速に低下することになった。このため，家賃

   補助の受給者は所得上昇への誘引が弱まり，低所得の状

   態に固定される傾向が強まった（Burrows et al，1993）。

   HAの居住者に家賃補助受給者が増えていけば，そこに

   　“貧困の罠”が広がる可能性がある。第4に，大規模な

   HAは，そのストックを担保にして民間の融資を受ける

   ことができる。あるいは家賃全体をプールして家賃上昇

   への圧力を緩和することが可能である。これに比べ，HA

   の主流を占める小規模な組織は，融資の調達自体が困難

   であり，仮に融資を受けても家賃上昇の回避は難しい。

   このため，HAの合併が進む可能性が予測されている。

   　HAは小規模な組織をコミュニティに結びつけ，その

   意志決定を尊重し，低家賃の住宅をつくってきた。そう

   した性格の維持が困難になっているところに緊張関係が

   発現しているといえよう。“マーケット・プレイヤー”と

   しての活動はHAの従来の性格との問に矛盾を生み出し

   ている。

   　次に，HAのレベル間の関係として注意を払うべきは，

   1980年代以降の住宅政策にみられる集権への強い指向性

   である（Malpass，1990）。サッチャー政権は一連の法制度

   を通じて住宅に関わる地方政府の権限を弱め，中央政府

   の権限を一貫して強化してきた。地方政府は伝統的に住

   宅に深く関与し，公営住宅を大量に供給してきたのに対

   し，現在ではその能力は奪われ，住宅に対する権限は地

   方から中央に大きく移行された。地方政府は特に住宅の

   資本コストに関して強力な制約を受けることになった。

   先述した公営住宅の解体は，地方政府と公営住宅をセッ

   トにした解体として理解されるべき性格が強い。

   　中央政府はHAを地方政府から切り離し，集権された

   HAGのもとでコントロールしていく意図を明らかにし

   ている。HAに対するHAGは，従来は中央政府機関で

   ある住宅公庫からのHAGに加えて，地方政府のHAG

   が一定の位置を占めていた。1970年代ではむしろ地方政

   府のHAGがより大きな比重を持っていた。しかし，住

   宅政策の集権が強まり，地方政府の資本コスト投入能力

   が限定されるにつれて，HAGは住宅公庫に集約される

   傾向にある。近年の中央政府はHAを“独立セクター”

   として位置づけており，これは中央政府がHAを独立し

   た“マーケット・プレイヤー”として見なすと同時に，

   地方政府からは独立した存在として扱うという意味を含

   んでいる。

   　しかし，他方において，地方政府は独自の住宅施策を

   通じて分権の模索を開始している点が注目される（鈴木，

   1993；Bram1ey，1993）。HAとのパートナーシップの形

   成はそのための中心的な手段である。公有地の活用，都

   市計画上の手法，公営住宅ストックの修復などに関連し

   て，HAは地方政府との関係をむしろ強めている側面が

   ある。特にインナーエリアの再生に関わるプロジェクト

   では，地方政府とHAの緊密なパートナーシップが認め

   られる（Car1ey，1990）。近年のHAの住宅への入居者

   は，地方政府のウェイティング・リストからの世帯が増

   加した。また，地方政府がHAに対してホームレスの受

   け入れを要請する場面が増えている（Stevens，1993）。こ

   れらはHAの住宅の配分に関わるパートナーシップのひ

   とつの表現であり，地方政府はHAの役割を想定して住

   宅政策を展開していることが分かる。

   　地方政府の住宅政策に関する現在の議論の焦点は，そ

   の基本的な機能の変化である。すなわち，地方政府はそ

   れ自身が住宅を供給する“プロバイダー”ではなく，HA

   を中心とする地方政府以外の主体によるプロジェクトに

   対し，その環境条件を整備する“イネイブラー”として

   の性格を帯びるようになった（Bramley，1993）。公営住

   宅の解体につれて，地方政府は必然的に“プロバイダー”

   としての役割が奪われる。資本コストの投入能力が強く

   限定された状態では，“プロバイダーにはなり得ず，“イ

   ネイブラーとしての働きにも制約がある（Malpass，

   1992）。しかし，地方政府の住宅政策は，従来の公営住宅

   の供給にとどまらず，“イネイブラー”としての機能を拡

   張していけば，地域の住宅に対してより広範な貢献を果

   たしていける可能性があるとみられる。地方政府に蓄積

   されてきたマン・パワー，技術力は豊富である。“イネイ

   ブラー”の住宅政策の成否についても，HAとのパート

   ナーシップのあり方は鍵を握っており，地方政府はその

   活動をいわば背後から支援することによって，新たなス

   タイルの政策展開を試みていくと考えられる。

   　以上のようなHAの住宅供給は，“単線型”とも呼び得

   るシステムを形成するものである。これは，後述のCDC

   の住宅供給にみられる“複線型”のシステムとは際立っ

   た対比を示している。セクター間の関係では，HAのプ

   ロジェクトは公共セクターの補助が不可欠であり，民間

   セクターの資金の導入が必要になったとはいえ，それを

   促進する手段は準備されていない。レベル間の関係では，

   HAは住宅政策の集権から強い影響を受けている。現在

   のHAの活動は中央政府とのシンプルなラインで結ばれ

   ているといえる。しかし，住宅政策は一方的に集権され

   てきたのではなく，地方政府が分権に向けた試みを展開

   する中で，集権と分権がせめぎ合った状態にある。地方

   政府とHAのパートナーシップが拡充してきたことは確

   かである。HAの活動に低コストの民間資本を引き込む

   ための手法がいずれ開発される可能性も否定できない。

   これらの要素が“単線型”のシステムに変化をもたらす

   かどうかが問題になっていくと思われる。

   4．2　CDCの“複線型”システム

   　CDCのハウジング・パートナーシップは“複線型”

   のシステムを組み上げ，より多様な資源にアクセスして
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  いく点に特徴がある。セクター間の関係では，公共・民　　　むパートナーシップが急速に形成され，CDCの成長を

  間，及び非営利セクターの多様な主体が互いに協調関係　　　強く促し，その沽動規模の拡張に向けて大きな役割を果

  を結び，CDCのプロジェクトに各種の資金援助・技術　　　　 たすようになった（Suchman　et　al．1990）。CDCへの

  援助を投入する。レベル間の関係では，分権の方向性が　　　支援という側面に関していえば，パートナーシップは連

  明快であり，連邦政府だけでなく，州・地方政府がCDC　　　 邦政府を代替する地点にとどまらず，従来の政府よりも

  のためのプログラムを開発し，地域ごとに独白のパート　　　むしろ大規模な活動を展開している。

  ナーシップが形成されてきた。表-5はCDCによる各　　 先述したように，1990年のアフォーダブル住宅法は

  種資金の利用率を示している。このデータからは，どの　　　CDCへの支援を通じて住宅政策を展開していく方向に

  資金の規模が大きいのかは判定できないが，パートナー　　　踏み出すものであった。そこでは，住宅政策の目的は

  シップの構成の概略を把握することは可能である。　　　　　　　「アメリカ人のための良質・安全・衛生的な住宅ヘ

  　イギリスのHAはミクスト・ファンディングが適用さ　　の国家の長期的な関与を，公共と民間の全国的なパ

  れながら，民間資本を調達する手段は準備されていない。　　　　ートナーシップを通じて再び確認すること」

  サッチャー政権は住宅政策の集権を目指した。これに対　　　と表現されるように，パートナーシップの形成が基礎的

  して，アメリカでは政府がCDCを補肋するだけでなく，　　　な戦術に位置づけられている（LIHIS，1991）。

  民間資本を導入するための制度的な仕掛けが用意されて　　　以下では，ハウジング・パートナーシップを構成する

  いる。レーガン政権は連邦政府の住宅政策を縮小し，州・　　主要な主体を取り上げ，その役割と行動内容のポイント

  地方政府の権限を拡張する分権を指向した。“新連邦主　　　を明らかにしておきたい。

  義”と呼ばれる分権である。また，HAはもともと中央

  政府の補助に全面的に依存してきたのに比べ，CDCは　　　（1）連邦政府－低所得者を対象とする住宅政策におい

  主に連邦政府の補助に依拠していたとはいえ，民間資金　　　て，従来の公共住宅・補助住宅は大きく後退し，これに

  をも利用してきた経験がある。これらの点がイギリス，　　　代わってCDCを支援していく枠組みが生まれてきた。

  アメリカにおけるシステムの差異をもたらしてきたと考　　　注意すべきは，CDCのための多様なプログラムは住宅

  えられる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　政策の技術的側面に変化を促していることである。第1

  　1980年代の連邦政府は住宅政策を“撤退”させた。　　　に，ブロック・グラントの比重が増した。これは，連邦

  CDCの住宅供給に対する連邦の補助は減少した。しか　　　政府が州・地方政府に対して制度ごとに補助を個別に準

  し，この状況に反応して，各地域に多彩な主体を巻き込　　　備するのではなく，一括して補助を投入するもので，州・

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表-5　CDCの各種資金利用率（％）

  年間供給戸数（1988－1990平均）　1－1O戸　　11－25戸  26－50戸  51－100戸　101－200戸　201戸一　　　　計

  連邦政府資金
  　タックス．クレジット
  　CDB　G
  　賃貸住宅修復プログラム
  　マッキニー法
  　セクション202
  　FmHバ注1〕セクション515
  　0C　S注2）
  　その他
  州・地方政府資金
  　州政府
  　地方政府
  民間資金
  　財団
  　銀行
  　インターミディアリー
  　企業
  　協会・慈善団体
  その他

  9，3
  56，5
  14，6
  11．1
  3．2
  4．5
  3，2
  10．6

  49，3
  31．3

  41，1
  36，6
  18，8
  18，6
  18，3
  13．8

  22，7
  60，9
  24．6
  M．5
  11，6
  13．0
  8，2
  14．0

  57，5
  38．2

  46，4
  44，0
  29，0
  28，5
  14．5
  7．7

  42，9
  64，3
  17，9
  17，0
  24，1
  13，4
  12，5
  15．2

  65，2
  46．4

  47，3
  50，9
  35，7
  25，0
  18．8
  9．8

  59，1
  54，5
  20，5
  20，5
  25，0
  25．O
  15，9
  25．O

  75，0
  52．3

  54，5
  72，7
  36，4
  34．1
  15．9
  9．1

  38，1
  71，4
  33，3
  19．O
  19．O
  14，3
  14，3
  28．6

  71，4
  47．6

  38，1
  47，6
  38．1
  14，3
  19．O
  19．0

  30，8
  69，2
  23，1
  15，4
  23．1
  7．7
  0，0
  30．8

  76，9
  46．2

  69，2
  61，5
  61，5
  38，5
  15，4
  30．8

  21，9
  55，3
  15．1
  14．1
  9．5
  8．4
  7，2
  10．6

  54，9
  36．O

  4C．8
  37，6
  22，5
  20，8
  15，4
  12．O

  （注）・National　Congress　for　C㎝㎜nity　Econ㎝ic　Deve1opnentが1991年に1，160の㎝Cを対象に行った詞査を再集計した
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 地方政府が補助を柔軟に使用できる点に特徴がある。

 1974年の住宅・コミュニティ開発法によるCDBG

 　（Community　Development　Block　Grant），1990年のア

 フォーダブル住宅法によるHOMEが典型的なプログラ

 ムである。CDCの住宅供給は極めて多様であり，そこ

 に補助を投入するときに，ブロック・グラントの柔軟性

 はより効果的な働きを示す。

 　第2は，レバリッジの強調である。CDCへの補助は

 それだけでプロジェクトを実施するのではなく，むしろ

 それをレバリッジ，すなわちテコとして用い，民間資本

 などの他の資金を引き込んでいく点に意図がある。現在

 の連邦政府のプログラムは，CDCへの補助に際して，

 民間資本との組み合わせを要件としている場合が増えて

 いる。住宅政策の効率・効果に関しても，1単位の補助

 で何単位の民間資本をレバリッジできるかが評価基準と

 されるようになった。

 　第3に，タックス・クレジットの重要性が高まった。

 この制度は低家賃住宅への民間投資に対するインセンテ

 ィブを形成する税制上の手法であり，1986年に創設され

 て以来，CDCのプロジェクトに不可欠の要素になって

 いる。一般的な公的補助は規格化された制度のもとで投

 入される。これに比べ，CDCが自由に動き，民間投資

 を調達していくうえで，税制上の手法はより有効に機能

 できる可能性がある。1993年に開始されたEZ／ECにお

 いてもタックス・クレジットの手法が使用されている。

 　すなわち，近年の連邦政府の住宅政策は，CDCへの

 支援にシフトするにつれて，その環境条件を整えるため

 の新たな技術的対応に重心を移すようになったといえる。

 またCDBG，HOME，タックス・クレジットなどは

 州・地方政府を経由して使用されるプログラムであり，

 連邦政府の制度であっても分権への指向性が認められる。

 これらの技術は，既存の公共住宅・補助住宅のように政

 府がコントロールを加え，リジッドな補助を行っていく

 手法とは明らかに異なっている。

 （2）州・地方政府---1980年代に連邦政府が“撤退”す

 るに伴い，パートナーシップにおける州・地方政府の役

 割は決定的に重要になった（Nenno，1990）。州政府の住

 宅施策をみると，1980年から87年にかけて，最低に見積

 もって39の州が230以上の新しいプログラムを開発して

 おり，その多くはCDCなどの非営利組織への支援を主

 眼にしたものである。住宅供給とストック修復のための

 各種の補助，州レベルのタックス・クレジット，公有地

 の寄付ないし低価格での譲渡・貸与，ゾーニング及び建

 築基準の特例的譲歩，税制上の優遇措置など，多岐にわた

 る手法が動員されている（Schwartz　et　al，1988）。

 　“新連邦主義”の分権は，連邦から州・地方政府への

 補助の縮小を伴うものであった。州・地方政府は住宅に

 対する権限は強まったとはいえ，財源を独自に探し出す

 必要性が高まった。これに関して，注目されるのは，リ

 ンケージ，住宅トラスト・ファンドに代表されるように，

 開発利益の吸収による自主財源を確保し，それをアフォ

 ーダブル住宅に投入していく技術が編み出されたことで

 ある。周知のように，リンケージは都心部のオフィス開

 発などに対して，アフォーダブル住宅の供給，あるいは

 開発負担金の拠出を求める制度である（成田，1992；

 Keating＆Krumho1tz，1991）。トラスト・ファンドはリ

 ンケージの収入，及び不動産関連税などの開発利益を蓄

 積する仕組みであり，現在は18の州，20の市，5つの郡

 に存在する（Brooks，1989）。これらの制度による開発利

 益はCDCのプロジェクトに使用されるケースが多い。

 州・地方政府は一般財源だけに依存するのではなく，開

 発利益をよりダイレクトにアフォーダブル住宅に結びつ

 ける方向に向かっており，そこにCDCの機能が明確に

 組み込まれている。

 　アフォーダブル住宅法は連邦政府の補助を利用しよう

 とするすべての州・地方政府に対して「包括的アフォー

 ダブル住宅戦略」の計画策定を義務化した（日本住宅総合

 センター，1994；Gramlich，1991）。この住宅戦略は，地域

 ごとにパートナーシップを拡充してアフォーダブル住宅

 の計画的供給を導くところに狙いがあり，5力年計画と

 して策定され，計画は毎年見直しを行うこととされてい

 る。現在の連邦政府の補助，州・地方政府の独自施策は

 CDCへの支援のための多数の制度を含んでおり，州・

 地方政府はそれを利用してパートナーシップをつくり，

 CDCのプロジェクトを拡大し，住宅戦略を展開する。

 （3）民間企業---民問セクターの企業，及び投資家の資

 本をCDCの住宅供給に組み込むインセンティブとして，

 タックス・クレジットが果たしている役割は大きい

 （Stegman＆Ho1den，1987）。その仕掛けは，低家賃住

 宅への投資額の一定比率を10年間にわたって連邦所得税

 から出資者に返還するというもので，CDCはこれを利

 用して低コストの民間資本をレバリッジできるようにな

 った。出資者は税制上の利益を主眼としており，住宅へ

 の投資それ自体からの利益はほとんど期待していない。

 　近年では，税制上の動機とは別に，フィランソロピー

 の提示，近隣の安定などを目的として，民間企業がCDC

 のプロジェクトに出資するケースが増えている。企業と

 コミュニティの関係のあり方が問われ，その社会的責任

 が強調される中で，アフォーダブル住宅の供給に積極的

 に関わる企業が目立ってきている。企業白体がCDCを

 設立する事例もみられるようになった。

 （4）金融機関---1960年代から70年代にかけてレッド・

 ライニングは社会問題となった。金融機関は低所得者，

 マイノリティのコミュニティを地図上に赤線で囲み，す

 なわちレッド・ライニングを行い，そこへの融資を拒否

 していたのである。CRA（CommunityReinvestment

－21－



    Act）はこの問題を契機に1977年に創設された制度であ

    り，金融機関に対して低所得者に貰献する融資を促す機

    能を果たしている（FFIEC，1990）。金融機関がCRAの

    要求を満たさないときは，連邦政府の監督機関は企業合

    併・買収，支社設立，連邦政府の補肋を認めないなど，

    いくつかの規制を課す。1989年にCRAは強化され，金

    融機関の行動にランクづけが行われ，公表されることに

    なった。1987年までに，全米の100以上の都市において多

    数のコミュニティがCRAを活用し，企融機関から総計

    37億ドルの融資を引き出してきた（Schwartz，1988）。

    CDCはCRAを武器に金融機関との交渉を行い，融資

    を調達することができる。

    　こうした制度的規制によるのではなく，金融機関が低

    所得者の住宅に，より積極的に関わり，フィランソロピ

    ーを示し，近隣の改善を図る試みも拡大している。この

    場合は，複数の金融機関が集まってレンダー・コンソア

    ティアと呼ばれる仕組みをつくり，融資を効率的に進め，

    同時にリスクを回避する方法を採用するケースが多い。

    （5）財団---ハウジング・パートナーシップには非営利

    セクターの多彩な組織が加わっている、、そのひとつが財

    団である。特にフォード財団はCDCの育成，そのプロ

    ジェクトの拡張のために大きく寄与してきた。1987年の

    データによると，全米の196の財団が6，800万ドルをCDC

    などの非営利組織の活動に補助しており，その32％はフ

    ォード財団によるものであった（CCBD，1989）。また近年

    では，地域ごとに活動するコミュニティ財団が増えてい

    る。これは地域の状況に応じた活動を意図する財団であ

    り，その組織数は1975年では200に及ばなかったのに比

    べ，86年では317に増加した（Peirce＆Steinbach，1987）。

    （6）教会---その特筆すべき性格は，全米のほとんとす

    べてのコミュニティに存在し，地域社会の中に歴史的に

    深く浸透してきたことである。教会は居住者の組織化，

    資金の提供，ボランティア・スタッフの派遣などを通じて

    CDCへの支援を拡大しており，教会白身がCDCを設

    立する場合が増えている。また，全米レベルでの教会のネ

    ットワークが形成され，それを通じて収集された資金を

    住宅供給に接合する試みが現れている（Schwartz，1988）。

    （7）近隣資源組織---CDCはプロジェクトに取り組む

    とき，資金，土地，人材などの資源を多方面から集める

    必要がある。これに関して重要性を増しているのが，特

    定の近隣の中に資源を蓄積していく方法である。低所得

    者のコミュニティは資本流出に代表されるように，あら

    ゆる資源を喪失していくところに基礎的な問題がある。

    これを近隣の中に定着させていけば，CDCは機動性を

    いっそう拡大していける。先に言及したコ三ユニティ・

    ランド・トラストは土地資源を蓄積するための非営利組

    織である。資本蓄積を目的とする非営利組織としては，

    コミュニティ・ローン・ファンド，コミュニティ・ディ

    ベロップメント・クレジット・ユニオンなどがある

    （Bruyn＆Meehan，1987）。

    （8）インターミディアリー---これは1980年代に意図的

    に「発明」され，急速に発達した非営利組織であり，公

    共・民間両セクターの多様な主体の間に介在し，パート

    ナーシップの“ネットワー力ー”としての機能を担って

    いる。あらゆるセクターの媒体となり，住宅供給に利用

    できる資源を発見・調達し，CDCの活動に結びつける

    回路を作成してきた（Suchman　et　al，1990）。

    　その具体的な役割の第1は，CDCへの資金援助・技

    術援助の集約である。インターミディアリーは公共セク

    ターの各種のプログラムから資金を集め，民間セクター

    からはタックス・クレジットを用いて資本を引き出し，

    それらを“パッケージ”としてCDCのプロジェクトに

    投入する。特に民間資本の集約に狙いがある。第2に，

    CDCに信用を付与し，パートナーシップのより大きな

    支援をレバリッジしていく。CDCは概して小さな組織

    であり，そのプロジェクトはリスクが大きく，信用が高

    いとはいえない。インターミディアリーは事業計画，資

    金計画の策定，リスクの分散を行い，住宅供給の実行可

    能性を高め，多様な主体を引きつける。第3に，パート

    ナーシップに含まれる公共セクター，民間セクター，

    CDCは活動の動機・関心・原則が互いに異なる。イン

    ターミディアリーはそこに介在してパートナーシップを

    円滑に作動させる役割を果たす。

    　全米レベルでは，LISC（Locaｌ Initiatives Support

    Corporationl），EF（EnterpriseFoundation），NRC

    （Neighborhood Reinvestment Corporation）が特に大

    きな実績をあげており，地域レベルでは，ボストン，シ

    カゴ，サンフランシスコなどの組織が有名である。

    　以上のような“複線型”のシステムは，当初は“アド・

    ホック”ないし“パッチワーク”の仕組みであり，安定

    性を欠き，その効果にも疑問が持たれていた。しかし，

    連邦政府の住宅政策が縮減していく中で，パートナーシ

    ップは試行錯誤を繰り返し，システムをしだいに安定さ

    せ，着実に成長するようになった。

    　現時点でのバートナーシップの問題のひとつは複雑性

    であろう。CDCは“複線型”に配置された各種の資源

    を使いこなす能力が必要になった。表-5に示されるよ

    うに，供給戸数が多いCDCは各種資金の利用率が概し

    て高く，供給戸数が小規模なCDCは利用率が低い。

    表-5の資金源の平均利用件数は，年間200戸以上を供給

    しているCDCでは6件，10戸以下では3．3件である。こ

    れは，小規模な組織あるいは実績が少ない組織は各種の

    資金にアクセスする能力が相対的に低いことを示唆して

    いる（Walker，1993）。パートナーシップはいっそう複

    雑性を増す傾向にあり，この中でプロジェクトを重ねる
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 には洗練された能力が要求される。

 　しかし，他方では，“複線型”のシステムであるからこ

 そ，複雑性に耐える必要はあっても，CDCはある意味

 では安定した活動を展開できる側面がある。CDCが特

 定の資源に過度に依存しているとすれば，その資源が失

 われたときに，プロジェクトは大きなダメージを受ける

 であろう。また，複雑性の問題に対処するために，イン

 ターミディアリーが「発明」され，小規模な組織に対し

 ても技術支援のプログラムが多方面に準備されるなど，

 パートナーシップの有効性を高める方向性が追求されて

 いる。

 4．3新しいシステム

 　福祉国家の介入に基づく住宅供給は長期にわたって一

 定の理念型を提供するものであった。住宅事情を改善す

 るために，国家の介入による問題解決を想定した議論が

 行われてきた。新保守主義は“大きな政府”の住宅政策

 を縮減し，市場機構の作動を促した。しかし，この方向

 性は福祉国家の住宅政策を超える理念型を提供するには

 至らず，むしろ住宅事情に新たな混乱を招いてきた。こ

 れに対して，非常利組織の目ざましい発展，その行動を

 支援するハウジング・パートナーシップの形成は住宅の

 社会システムが変換し始めたことを表現している。＜サ

 ード・アーム＞を基軸とするパートナーシップは，従未

 の＜政府＞と＜市場＞が構成してきたシステムとは明ら

 かに異なる方法を生み出している。

 　現時点では，アメリカの“複線型”システムは，イギ

 リスの“単線型”システムに比べて，少なくともパート

 ナーシップの組み立てとしては，より先行的な内容を提

 示していると考えられる。“大きな政府”の住宅政策が合

 意を失った状況のもとでは，パートナーシップは“複線

 型”に活路を追求していく必要が強まるであろう。イギ

 リスの住宅政策はHAの位置を高めてきた。しかし，HA

 は低コストの民間資本の不足，家賃上昇への圧力など，

 “単線型”システムの中で将来的な不確定要因を抱えて

 いる。アメリカの住宅政策は“複線型”のパートナーシ

 ップを拡張してCDCを支援していく方向に確信を深め

 ているとみられる。現在のイギリスではアメリカのシス

 テムに学ぶための作業が進められている。

 　しかし，アメリカだけでなく，イギリスの経験をも含

 めて，パートナーシップの出現・成長は，住宅供給のシ

 ステムの変換に対して豊富な示唆を投げかけている。第

 1は，コミュニティの主導性の尊重である。パートナー

 シップはコミュニティに基礎を据える非営利組織に資源

 を集中するように機能する。国家の直接的な介入による

 のではなく，非営利組織の自発的な行動を前提としたシ

 ステムの形成が認められる。

 　これに関連して，第2に，公共セクターの役割の再定

 義が進んだ。政府はそれ自身が公的住宅を供給するので

 はなく，むしろ非営利組織のプロジェクトを促すための

 環境条件の整備に新しい機能を見いだしている。イギリ

 スの地方政府は公営住宅の“プロバイダー”から“イネ

 イブラー”への機能転換の途上にある。アメリカの住宅

 政策は，ブロック・グラント，タックス・クレジットの

 重視など，非営利組織の環境条件のために新たな技術的

 対応を示し始めた。

 　第3に，民間セクターの資本を非営利組織の住宅供給

 に連結していく仕組みの必要性が現れている。従来の民

 間資本は，高家賃・高価格の住宅は別として，低所得者

 の住宅とは無縁の存在であった。しかし，アメリカの経

 験は，タックス・クレジット，CRAなどの制度的な仕

 掛けが準備されていれぱ，低コストの民間資本をアフォ

 ーダブル住宅にレバリッジできることを証明している。

 これとは逆に，イギリスの経験は，制度的な仕組みが不

 在であれば，民間資本が必要であっても，その低家賃住

 宅への投入はやはり困難であることを表している。

 　第4は，分権された住宅供給への指向性である。アメ

 リカでは住宅政策の分権のもとで，地域ごとに独自のパ

 ートナーシップが形成され，CDCの活動が成長してき

 た。イギリスでは中央政府による住宅政策の集権が意図

 されているが，地方政府はHAとの協調関係に基づく独

 自施策を展開するようになった。地域に近い場面にパー

 トナーシップがつくられ，分権の対抗軸が形成されてい

 ることが分かる。

 　第5に，パートナーシップの拡充は従来は存在しなか

 った新しいスタイルの主体を必要とする。アメリカのシ

 ステムに典型的にみられるように，コミュニティ財団，

 さまざまな近隣資源組織，インターミディアリーなど，

 多彩な組織がパートナーシップの発展に並行して出現し，

 新しい手法を編み出してきた。これらの組織はすべて非

 営利セクターに現れており，このセクターの存在が新し

 い主体の成長を担保していると考えられる。

 　このようなハウジング・パートナーシップは近年にな

 ってようやく整備され始めたシステムであり，その成果

 の評価は現時点では難しい。しかし，重要なのは，パー

 トナーシップの実績だけでなく，それがこれまでの住宅

 供給とは質的に異なるシステムを提示していることであ

 る。そこには住宅の新たな杜会システムの構想が開けて

 いく可能性があるように思われる。

 　少なくともアメリカでは，非営利組織を基軸とするパ

 ートナーシップの拡充の方向に対して合意が芽生えてい

 る。R．G．ブラットは，非営利組織は「生み出す力，向

 上する能力を示し，低所得者の二一ズに積極的に関わっ

 ていく」と指摘し，そこへの支援を中心とする住宅政策

 の再編のあり方を体系的に論じてきた（Bratt，1989）。

 J．E．デイヴィスは住宅政策を非営利組織に有機的に関
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  連づけるために“サード・セクター・ハウジング・ポリ

  シー”の概念化を提起している（Davis，1994a）。

  　クリントン政権のもとで住宅都市開発省の長官に任命

  されたヘンリー・シスネロスは，1994年度の予算請求の

  ための議会演説の結論部分の中で次のように述べている。

  　　「最も重要なことは，われわれはアメリカのコミュ

  　　ニティのパートナーであるということであります。

  　　---主宅都市開発省は，人びとが機会に満ちたコミ

  　　ュニティをつくる努力を助けるという使命のために，

  　　地方政府，民間セクター，近隣組織と共に働いてい

  　　ます。パートナーシップは住宅都市開発省の資源を

  　　レバリッジし，人びとの生活とコミュニティの環境

  　　を改善するための最善の方法であります」。

  5．ノンプロフィット住宅の運動論

  　“ボランタリー・ハウジング”と“コミュニティ・べ

  一スト・ハウジング”は住宅の既成システムに対する批

  判精神のひとつの表現形態であり，新しいスタイルの運

  動を展開するものである。この点において非営利組織の

  行動はどのような性格を持っているのか。現代のノンプ

  ロフィット住宅が含んでいる意味を探るときに，運動論

  からの考察は非常に大切である。

  5．1事業型運動としてのノンプロフィット住宅

  　住宅事情の改善を目指す従来の運動は“政治チャンネ

  ル”への働きかけを通じて住宅政策への抗議を行い，そ

  の転換を求める＜要求型＞が主流を占めてきた。あるい

  は“計画チャンネル”への意志反映を追求する＜参加型＞

  の活動を発展させてきた。これに比べて，HA・CDC

  は自らが住宅供給を手がける能力を装備して“プロジェ

  クト・チャンネル”を開発し，＜事業型＞の行動を展開す

  るところに運動としての固有性がある。

  　注意を払うべきは，＜事業型＞のスタイルは，HA・

  CDCにある種の“バランス”の維持を要請することで

  ある。これは非営利組織の運動に必然的に付随するもの

  で，回避できない課題を伴っている。

  　第1は，アドボカシーとプロジェクトのバランスであ

  る。この問題は特にCDCに関して指摘されてきた。す

  なわち，CDCの多くは1960年代のアドボカシー・グル

  ープにルーツを持っている。アドボカシーとは，簡単に

  いえば，何らかの利益を代表して世論を形成し，政府当

  局，民間企業へのプロテスト，代案提示を行い，その行

  動に影響を及ぼそうとする活動である。当時の大都市は，

  インナーエリアの疲弊が進み，人種差別，貧困問題，住

  宅問題などに起因するフラストレーションが蓄積され，

  都市暴動が頻発するなど，騒然とした状態にあった。こ

  うした状況の中で，多数のアドボカシー・グループが生

  み出され，プロテストを広範に繰り広げるようになった。

  その多くは戦闘的な態度を伴っていた。CDCはアドボ

  カシーを展開していた組織を母体として，プロテストに

  とどまらず，住宅供給，経済開発、社会サービスなどの

  プロジェクトに着手するところから出現してきた組織で

  ある。そこから公共セクターのプログラムを用い，民間

  セクターの資金を引き出し，しだいに住宅供給を拡大す

  るようになる。P．L．クレイが指摘したように，CDC

  の成長はアドボカシーからプロジェクトヘの活動の重点

  の変化を伴うものであった（Clay，1986）。今日のCDC

  はアドボカシーを行い，同時に実際のプロジェクトを手

  がける点こ特徴がある。

  　しかし，そのバランスの維持は容易ではない。一方に

  おいて，近隣を保護するために，ジェントリフィケーシ

  ョンに抵抗し，家賃規制を守り，住宅政策の後退に反発

  し，ホームレスの惨状を訴え，都市計画の変更を迫る必

  要がある。アドボカシーは今なおCDCの重要な戦術で

  ある。他方において，プロジェクトを進めるには，政府，

  企業，金融機関との関係を深め，そこから資源を獲得す

  る必要がある。その支援がなければプロジェクトの達成

  は不可能である。しかし現実には，政府，企業などの行

  動に抵抗し，同時に関係を結ぷことは難しい。端的にい

  えば「政府にCDBGを請求し，銀行に融資を申し込み，

  同時に家賃規制を守るために市長のオフィスにピケを張

  り，銀行が貧困者の近隣に融資を拒否することにプロテ

  ストする」という課題に直面せざるを得ない（Bratt，

  1989，236）。

  　第2は，チャリティとビジネスのバランスである。非

  営利組織の活動は低所得者・高齢者・単親世帯・ホーム

  レスに対して低家賃の住宅を提供するチャリティとして

  の性格を持っている。しかし，非営利組織は市場原理に

  依拠しないとはいえ，プロジェクトの展開自体はビジネ

  スであることに変わりはない。家賃収入を基に投下資本

  を効率的に回収する必要がある。

  　HAはかつては“寛容”なHAGのもとでチャリティ

  としての住宅供給を行っていた。しかし，現在では“マ

  ーケット・プレイヤー”として動くように迫られ，プロ

  ジェクトをビジネスとして成立させるための家賃設定が

  必要になった。この変化は急激であっただけに，HAは

  チャリティとビジネスの両立に苦慮している状況が認め

  られる。特に小規模なHAはその両立のために大きな困

  難に直面する。H．コープは現在のHAはそれ自身にどの

  ようなイメージをつくり，どのように一性格づけを行うの

  かが問われていると指摘している（Cope，1990）。C　D　C

  の活動においても，低家賃のチャリティの住宅をつくり，

  並行してビジネスを成立させることは常に課題になって

  きた。

  　第3に，非営利組織はコミュニティの内部の独立性を

  強調する。同時にハウジング・パートナーシップを形成
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してコミュニティの外部との関係を深めていく必要があ

る。一方において，内部の独立性を過度に強調し，外部

からの資源を拒絶してはプロジェクトは展開できない。

他方において，外部の資源に過度に頼れば，それは依存

関係に転化し，内部の独立性は薄れていく。

　このバランスの内容はパートナーシップのあり方から

影響を受ける。HAは“単線型”のシステムの中で活動

し，中央政府とのシンプルなラインで結ばれていること

から，バランスの維持は特に難しい。ミクスト・ファン

ディングの導入，保証賃貸借制度の適用，HAGの住宅

公庫への集約など，近年のHAをめぐる状況の変化は中

央政府の一方的な制度改変に基づくものであり，HA自

身の意志は考慮されていない。HAは中央政府によって

いわば振り回されている状態にある。M．ラングスタッ

フはHAが独立性を奪われ，中央政府の工一ジェント，

住宅公庫のブランチ・オフィスに変化してしまう危険性

を指摘している（Langstaff，1992）。NFHAはHAを

代表して

　　「HAは公共セクターの創造物ではなく，民間セク

　　ターの創造物でもない。利澗追求を動機としない政

　　府から独立した自立体である」

ことを強調し，中央政府からの圧力に抗議を表明してい

る（Langstaff，1992，44）。これに比べれば，“複線型”の

システムを形成するCDCはバランスを維持していける

可能性が相対的に高い。CDCのプロジェクトは多方面

からの支援の組み合わせによって成立しており，特定の

資源だけに依存することなく，必要な支援をコミュニテ

ィの側から選択できる余地がある。

　以上から理解できるように，非営利組織の活動は常に

“バランス”の問題に向き合っている。重要なのは，こ

の“バランス”は「解消」すべきではなく，あくまで「維

持」していく必要があるという点である。アドボカシー・

チャリティ・コミュニティの内部の独立性だけを強調す

れば，住宅供給の拡大は難しい。プロジェクト・ビジネ

ス・外部からの資源の導入だけに傾斜すれば，低所得者

の二一ズヘの対応，コミュニティの自発性の尊重などの

非営利組織の核心的な要素が失われる。換言すれば，“バ

ランス”を維持してはじめて，ノンプロフィット住宅は

独自の性格を保てるのである。

　非営利組織はアドボカシー・チャリティを強調する地

点から，プロジェクト・ビジネスをも重視するところに

活動内容を変化させてきた（Fainstein，1987）。現在の非

営利組織は“バランス”の問題に直面する段階に入って

いる。このため，特にCDCに関しては，その性格の変

化をめぐる議論が幅広く展開されている（Keating　et　al，

1990；Norman，1993）。W．ウィドローはCDCはプロジ

ェクトのための資金集めに多忙になり，アドボカシーに

ルーツがあったことを忘れ，単なる“ディベロッパー”

に変化し，コミュニティとの関係が希薄化していく可能

性を指摘している（Widrow，1994）。J．クラークソンは

アドボカシーとプロジェクトは矛盾する活動であり，「2

つの帽子を同時に被ることは難しい」と表現している

（Clarkson，1987）。しかし，W．ウィドロー，J．クラー

クソンらはCDCの変化を単に批判しているのではなく，

“バランス”が崩れる危険性に警告を発し，その維持の

必要性にあらためて注意を呼び起こす点に議論の主眼を

置いている。R．F．ペコレラは，CDCは専門技術を要

するプロジェクトに経験を重ねるにつれて，“プロフェッ

ショナリゼーション”が進んでいると述べる。しかし，

R．F．ペコレラはケース・スタディを通じて，CDCが

必ずしも“プロフェッショナリゼーション”だけを追求

しているのではなく，常にコミュニティの意志を踏まえ，

“バランス”に配慮していることを発見し，その点への

注意を喚起している（Pecorel1a，1984）。これらの議論

は，“バランス”の維持が強い緊張を伴うこと，それでも

なお非営利組織は緊張に耐える必要があることを指摘す

る点において共通性が認められる。

　　関連して，興味深いのは，ノンプロフィット住宅は“バ

ランス”の問題を伴っているがゆえに，クロス・パーテ

ィ，すなわち超党派の政治的支持を獲得できる可能性が

高い点である。非営利組織は低所得者の問題に積極的に

取り組み，チャリティとしての住宅供給を行う。これは

リベラルな勢力が支持する方向性である。他方では，非

営利組織の行動はコミュニティの自助・互助に基礎があ

る。その住宅供給はビジネスとしての性格をも含む。こ

の点は保守勢力の指向性に合致する。イギリス・アメリ

カ両国において，1980年代の保守党政権のもとでノンプ

ロフィット住宅の政策的な位置が高まった事実は注目さ

れてよい。

　R．ベストはHAの変遷過程をトレースした論文の中

で，その活動が慈善と自助をブレンドする役割を果たし

てきたことを重視している。R．ベストによれば，労働

党はHAの慈善としての側面，保守党はHAの自助の側

面を支持してきた。労働党はHAを営利目的の地主より

も好ましいと考え，保守党はHAを公営住宅よりも好ま

しいと見なしてきた（Best，1991）。R．G．ブラットは

CDCはさまざまな要素の“バランス”の問題を有して

いるが，それだけにクロス・パーティの支持を取りつけ

やすいと述べている（Bratt，1994）。M．ハーロウは公

共住宅にノンプロフィット住宅を組み合わせた“社会住

宅”を構想するときに，ノンプロフィット住宅の拡大の

方向性は公共住宅に比べて政治的な合意を調達しやすい

と指摘している（Harloe，1994）。

　次に問題になるのは，＜事業型＞運動と＜要求型＞

＜参加型＞運動の関係である。すなわち，＜事業型＞

は＜要求型＞＜参加型＞から批判を受けることがある
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 （Bratt，1989）。＜要求型＞は“政治チャンネル”に対す

 る攻撃的な働きかけを通じた政策の改変を目標とす

 る。＜参加型＞は“計画チャンネル”への意志表明を行

 い，やはり政策の改変を重視する。これらの運動からす

 れば，＜事業型＞がつくった“プロジェクト・チャンネル”

 は小規模である。＜要求型＞＜参加型＞は成果を獲得で

 きれば，政策の改変による影響力は広い範囲に及ぶ。＜事

 業型＞がどれだけプロジェクトを積み重ねても，政策を

 改変しない限り住宅の根底的な改善は難しい。＜要求

 型＞は，＜事業型＞が攻撃性を弱め，保守勢力からも支持

 を受けている点に疑念を提起する。HAは近年では中央

 政府に振り回されている。CDCはかつては戦闘的な態

 度を示し，プロテストを展開していたのに比べ，現在で

 はそうした性格が薄れている。

 　しかし，＜事業型＞は＜要求型＞＜参加型＞と同様に

 既成システムヘの批判精神の表明であることは確認して

 おかねばならない。個々のプロジェクトの影響力は相対

 的に小さいとしても，それを通じて既成システムに少し

 ずつ変化を与えてきた事実を見過ごすべきではない。

 HAは低所得者・高齢者が居住できる低家賃の住宅を実

 際につくってきた。CDCは従来は低所得者の住宅とは

 無関係であった民間資本に働きかけ，それをアフォーダ

 ブル住宅にレバリッジする努力を重ねてきた。これらは

 既成システムでは困難であった仕事である。先述したよ

 うに，ハウジング・パートナーシップの形成は住宅の新し

 いシステムの胎動を表現するものである。これに応じて

 住宅政策の枠組みに変化が生じたことは確かである。非

 営利組織は自らがプロジェクトに取り組むからこそ，新

 しいシステムの必要性に注意を引きつけることができた。

 　＜事業型＞と＜要求型＞＜参加型＞は異なるスタイル

 の運動であるとしても，互いに矛盾する目標を設定して

 いるわけではない。＜事業型＞は住宅に関わる運動のあ

 り方に新しい回路を開いた行動として位置づけることが

 できる。これらの運動を対立的に捉える考え方は生産的

 とはいえず，全体として住宅の社会システムに変化を生

 み出すチャンネルをどのように組み止げていくのかを問

 題にする必要があるように思われる。また，HA・CDC

 のこれまでの成果は過小評価すべきではない。既に述べ

 たように，現在のHAは賃貸住宅・“祉会住宅”の主力で

 あり，CDCはアフォーダブル住宅の最前線に活動を展

 開するようになった。その住宅供給はいっそう拡大して

 いくと予測されている。非営利組織の潜在力を引き出し

 ていけば，＜事業型＞運動の影響力が近い将来に飛躍す

 る可能性は高い。

 5．2　ネットワーク型の連帯は可能か？

 　単純化を恐れずにいえば，福祉国家における社会運動

 は，階級関係に基礎を据える大規模な組織をつくり，特

 定の政治勢力を経由した国家との交渉を通じて成果を得

 ようとするものであった。社会運動と国家の関係は福祉

 国家を安定させる装置を形成していた。これに比べて，

 ノンプロフィット住宅の運動は階級関係ではなく，コミ

 ュニティの固有の状況に基礎を持つ。あるいは人種，エ

 スニシティ，ジェンダーの問題を含めて，さまざまな価

 値前提に基づく多元主義的な傾向が強い。多数の小さな

 非営利組織はコミュニティごとに独自の運動を行う。こ

 れらが特定の政治勢力に結びつくことは希である。国家

 との交渉を重視するわけではない。

 　1970年代から80年代にかけて，J．ハバーマス，A．ト

 ゥレーヌ，M．力ステルらの議論に触発されて“新しい社

 会運動”の概念が広範な関心を呼び起こしたことが思い

 出される。この概念は論者によって内容が異なるが，福

 祉国家の動揺につれて社会運動と国家の安定した関係が

 崩れてきた状況を捉え，エコロジー運動，フェミニズム，

 対抗文化運動など，伝統的な階級概念では説明できない

 多彩な運動が急速に発展してきた事実に注目したところ

 に共通性がある。従来の社会運動が主に労働場面に展開

 されたのに対し，“新しい社会運動”はむしろ生活場面

 に成長した。J．ハバーマスによれば，“新しい社会運動”

 は福祉国家のプログラムでは解決できない生活様式，文

 化の問題を対象化するもので，福祉国家の介入が本来は

 不可侵であるはずの生活に及ぶ「生活世界の植民化」に

 対抗する「生活世界の防衛」として規定される（ハバー

 マス，1987）。M．カステルはもともとは階級関係を重視す

 る論者であったが，“新しい社会運動”の台頭を受け入

 れ，使用価値としての都市を目標とする集合的消費運動，

 文化的アイデンティティのためのコミュニティ運動，政

 治的自主管理を指向する市民運動などを中心とした運動

 論を構成するに至った（Castells，1983）。ノンプロフィ

 ット住宅の運動をみるとき，そこに“新しい社会運動’’

 に通じる性質を見いだせるように思われる。M．カステ

 ルは新たな運動の事例として，サンフランシスコにおけ

 るCDCなどの非営利組織が発展させたコミュニティ・

 べーストの活動を取り上げている。

 　ノンプロフィット住宅の運動はフラグメントな性格，

 すなわち個別バラバラに展開される傾向を持っている。

 ある組織は黒人か主流を占める近隣に活動し，人種差別

 に抗して住宅を改善するために動く。ヒスパニック系の

 組織は住宅供給に並行してエスニシティに根差した文化

 保全を重視する。別の組織は女性の問題に特に関心が深

 い。高齢者の住宅の問題に集中して活動する組織もあれ

 ば，ホームレスの救済に専念する組織もある。非営利組

 織はコミュニティごとに固有の価値前提を設定し，それ

 に忠実に行動する。

 　一方，住宅の社会システムに強く変化をもたらすには，

 より広範な杜会的文脈の中で運動に取り組み，政治的影
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  響力を高める必要がある。確かにHAは連合してNFHA

  をつくり，政治的交渉に従事してきた。CDCが参画す

  るコミュニティ開発全国会議，低所得者住宅連合などの

  全国組織は一定の政治力を持っている。住宅政策におけ

  るHA，CDCの位置は高まってきた。しかし，それが

  十分であるとはいえない。1910年代のイギリスでは，グ

  ラスゴーに労働者が結集する大規模な家賃ストライキが

  発生し，それが公営住宅の供給拡大に影響を与えた（松

  井，1991；Castel1s，1983）。1930年代のアメリカでは全米

  レベルの労働組合運動を背景に公共住宅が制度化された。

  これに比べれば，NFHAにせよ，コミュニティ開発全

  国会議にせよ，影響力は小さい。ノンプロフィット住宅

  の飛躍を促すには，いっそう強力な運動が要請される。

  HA，CDCの運動はそれ自身の発展にとどまらず，住

  宅供給のシステム全体の変換を加速していくスタンスが

  期待されている。

  　ノンプロフィット住宅のフラグメントな性質は矛盾を

  伴う（Stone，1993）。一方において，非営利組織はフラ

  グメントであるからこそ，コミュニティに基礎を据え，住

  宅の新しい選択肢の育成に成功を収めてきた。政治的影

  響力よりは特定のコミュニティの問題に関心を集中する

  ことで，そこに実際に成果を生み出してきた。しかし，他

  方において，フラグメントな非営利組織は社会的な文脈

  から離れ，コミュニティの内側に引きこもる傾向がある。

  　M．カステルはコミュニティの運動は“部族主義”に基

  づく“ローカル・ユートピア”の自己陶酔に陥りやすい

  と指摘している（Castells，1983）。イギリスでは，HA

  に対する批判のひとつは，その住宅の配分のルールが不

  明瞭な点である。これはHAがその“部族”の入居希望

  者に優先的に住宅を配分している可能性を示唆している

  （Balchin，1989）。アメリカのボストンでは，あるヒスパ

  ニック系のCDCがプロジェクトを完成させたとき，ヒ

  スパニック系の“部族”に限って入居者が募集された。

  これには黒人グループから激しい抗議が起こり，プロジ

  ェクトの人種差別に批判が集中し，最終的にヒスパニッ

  ク系以外の入居希望者も応募できるようになった。この

  CDCは豊富な実績を備える有名な組織であったが，そ

  れでも“部族主義”の側面を持っていることが分かる

  （R．G．Bratt，1989）。

  　ノンプロフィット住宅のフラグメント性の問題を現代

  の大都市の状況の中に翻訳してみよう。すなわち，イギ

  リスではロンドン，アメリカではニューヨークに代表さ

  れるように，近年の大都市は資本と人口のグローバリゼ

  ーション，産業構造のサービス化，ハイテク化，金融化，

  情報テクノロジーの革命が進み，世界都市，情報都市が

  形成された。これに伴い，都市の空間的な分極化の問題

  が現れたことは，既に指摘されてきたとおりである

  （Fainstein et al，1992；Mollenkopf＆Casteｌｌs，1991；

  Sassen，1991，1994）。都心部は大量の投資が集中し，一連

  のオフィス開発，再開発を通じて膨大な開発利益が生ま

  れ，圧倒的な成長を記録したのに比べ，インナーエリア

  はどのような投資も呼び込めず，あらゆる資源が流出し，

  激しい衰退に直面した。産業構造の再編は階層分解を拡

  大し，それを空間的に反映させた。中産階級は郊外に流

  出した。都心部は新たに形成された管理職・専門職人口

  による占有が進み，インナーエリアでは不安定化した雇

  用形態の人口が集中した。S．S．フェインスタインらが

  指摘したように，政府のプログラムは開発機能にシフト

  し，ロンドンのドックランズ再開発，ニューヨークのバ

  ッテリーパーク再開発に典型化される大規模なプロジェ

  クトを通じて世界都市化，情報都市化を追求した

  （Fainstein，1994）。政府は階層分解を緩和する再分配機

  能を持った施策を縮小し，都市の分極化に拍車をかけた。

  　　「ロンドンの都心では住宅が150万ポンドで取り引

  　　きされた。同時に3万人のホームレスの存在が公的

  　　に認定され，1万人以上が不法占拠を行っている。

  　　---ニューヨークの5番街ではトランプタワーの住

  　　宅が1000万ドルで取り引きされた。同時に6～7万

  　　人が路上に生活し，公共住宅では35，000世帯が不法

  　　同居の状態にある」（Harloe　et　al，1992，175）。

  　M．カステルは情報都市を説明するために，“フローの

  空間”と“場所の空間”を対置させる概念装置を提案し

  ている（Caste1ls，1989）。“フローの空間”とは世界の中

  心都市間のコミュニケーション・フローを情報テクノロ

  ジーで連結し，グローバルなコントロール能力を装備す

  る無機的な空間である。“場所の空間”は特定のコミュニ

  ティの固有性に基づく有機的な空間である。M．カステ

  ルによれば，“フローの空間”は完全に組織されているの

  に比べ，“場所の空間”はバラバラの存在であり，そこに

  コミュニティの運動が展開され，“ローカル・ユートピア”

  が建設されたとしても，“部族主義”の限界があり，“フ

  ローの空間”は“場所の空間”を制圧するようになる。

  ロンドンとニューヨークの都心は結合して力を発揮する

  のに対し，それぞれのインナーエリアのコミュニティは

  分裂して無力化していく。とくにニューヨークでは1980

  年代に大量の移民が流入したことから，人種・民族ごと

  に個別にコミュニティ形成が進んだ。ノンプロフィット

  住宅は“場所の空間”に基礎を据える非営利組織の運動

  である。そのフラグメントな性格は世界都市，情報都市

  の申ではいっそう際立って現われてくる。

  　M．モスとS．ルドウィグによるニューヨークのメディ

  アに関する分析によれば，“フローの空間”の構成員は全

  員がニューヨーク・タイムズなどのメジャー新聞を読み，

  情報テクノロジーによって世界の中心都市と結びつき，

  あらゆる情報を常に共有している。“場所の空間”の居住

  者はニューヨーク・タイムズよりはコミュニティ新聞を
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 読み，人種・民族別に編成されたテレビ・ラジオから情

 報を得る。ヒスパニック系のコミュニティでは，スペイ

 ン語の新聞が流通し，FMラジオからはサルサが流れる。

 黒人コミュニティは黒人向け番組にテレビ・ラジオのチ

 ャンネルを合わせる。日刊新聞に限ってみても，ニュー

 ヨークでは黒人・中国人・ギリシャ人・ヒスパニック系・

 イタリア人・韓国人・ポーランド人・ロシア人を対象と

 した種類がある。週間のコミュニティ新聞は46種類が発

 行されている。“場所の空間”では情報さえ共有されてい

 ない状況がうかがえる（Moss＆Ludwig．1991）。

 　では，ノンプロフィット住宅はフラグメント性の矛盾

 をどのように乗り越えていけるのか。それが福祉国家の

 枠組みのもとでの社会運動の再現を意味しないことは明

 らかであろう。非営利組織は階級関係だけに問題を還元

 することなく，コミュニティごとの多元主義的な価値前

 提を保ち，同時により広く社会的な文脈に接合し，政治

 的影響力を高め，住宅の新たな社会システムを構想して

 いく方向性が求められている。

 　第1は，“場所の空間”と“場所の空間”のネットワー

 クの編成である。あるコミュニティが黒人の問題に取り

 組み，別のコミュニティが女性の問題を対象化している

 としても，多数のコミュニティが互いに価値前提の差異

 を認め合ったうえで，コミュニティの境界を越えて連帯

 していく必要がある。NFHA，コミュニティ開発全国

 会議，低所得者住宅連合などの役割は重要性を高めるで

 あろう。これらの全国レベルの組織だけでなく，地域レ

 ベルにおける非営利組織の連帯を支える組織の役割もい

 っそう重要になるであろう。M．ストーンは

 　　「コミュニティ・べ一ストのプロジェクトはコミュ

 　　ニティの枠組みの中で達成することができる。しか

 　　し，社会的な資源の配分の問題はコミュニティ・レ

 　　ベルでは解決できない」

 と指摘する（Stone，1993，304-5）。R．フィッシャーと

 J．M．クリングは「世界都市の政治・維済と空間構成は，

 互いにアーチを架ける密着した運動の出現に対して構造

 的なバリアを装っている」と述べ，「コ三ユニティの良心

 にそれ自身を越えさせること」が課題になると指摘して

 いる　（Fisher＆Kｌing，1989，206）。

 　第2は，“フローの空間”の資源を“場所の空間”に振

 り向ける戦略である。組織された“フローの空間”がフ

 ラグメントな“場所の空間”を一方的に制圧している現

 状を突破し，“場所の空間”は連帯して“フローの空間”

 の資源に働きかける必要がある。アメリカでは公共，民

 間セクターの資源を非営利組織に結合していくシステム

 としてハウジング・パートナーシップが形成されており，

 その充実は重要な課題である。E，G．ゴエツは地方政府

 によるCDCへの支援の現状を分析し，CDCのネット

 ワークは一定の政治力を持ち始め，パートナーシップの

 形成のための住宅政策のあり方に影響を与え始めたと指

 摘している（Goetz，1992）。リンケージ，住宅トラス

 ト・ファンドなどは都心部の開発利益をノンプロフィッ

 ト住宅に投入する仕組みをつくり出し，“フローの空間”

 の資源を“場所の空間”にダイレクトに結びつける手法

 があり得ることを表現している。

 6．レッスン？

 　イギリス・アメリカにおけるノンプロフィット住宅の

 経験は日本の状況に何を示唆しているのか。最後に，ご

 く簡単にコメントしておきたい。日本では住宅の選択肢

 は非常に乏しい状態にある。戦後の住宅政策は市場機構

 に依拠した持家所有の促進，政府介入による公共住宅の

 供給を進めてきた。しかし，それが今日に至って限界を

 露呈し始めたことは周知のとおりである。持家所有のコ

 ストは上昇し，公共住宅の衰退は著しい。市場の中で商

 品化された住宅を個人的に購入する，あるいは政府によ

 る救済を待ち望む以外に問題を緩和する方法はなく，そ

 れさえも期待できない状況が現れている。住環境は全体

 的に市場原理のもとで翻弄され，政府の対応は問題の規

 模に追いついていない。そこに何らかの展望を求めると

 きに，サード・アームヘの注目は新たな枠組みの契機を

 生み出す可能性を備えているように思われる。

 　一方，住民参加の住宅・まちづくりが展開され，一定

 の経験が蓄積されてきた。民間の非営利組織の設立を指

 向する動きも現れている。コミュニティの自発性に基づ

 く多彩なプロジェクトの成果が各地から報告されるよう

 になってきた。これをノンプロフィット住宅の育成に結

 びつけていくとすれば，さしあたり次の5点に注目して

 おく必要があるだろう。

 　第1は，＜サード・アーム＞の領域の発見である。

 HA・CDCは＜政府＞のプログラムが十分にカバーで

 きず，＜市場＞が適切に作動しない問題に夕一ゲットを

 定め，それ自身の根拠をつくってきた。根拠がなければ

 成長はあり得ない。日本においても，インナーエリアの

 住環境整備，高齢者の住宅改善，特別の二一ズヘの対応，

 集合住宅の建て替えなど，既成システムだけでは対処で

 きず，かつコミュニティの自発性が期待される領域が広

 がっていくように思われる。持家と賃貸住宅が分断され

 ている現状は，非営利の新たなテニュアの開発を要請す

 るであろう（住田，1991）。またHA・CDCが低所得者

 への住宅供給，荒廃化した近隣の再生，ホームレスの救

 済など，“ハード・コア”の領域にこだわってきたことに

 注意しておきたい。非営利組織はプロジェクトが“可能”

 な場面だけでなく，むしろ“必要”な場面に根拠を据え

 てきたことが分かる。

 　第2に，「民間」の「独立」した「非営利」の「法人」

 組織の存立のための税制を含めた制度的基盤の準備がや
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 はり重要である。これがあってはじめて非営利組織は

 　“少数事例”の範囲を超えた明確な“セクター”の形成

 が可能になる。また，イギリス・アメリカ両国において，

 HA・CDCだけでなく，「公益的組織」と「互助的組織」

 に大別される多様な組織形態が活動目的に応じて選択可

 能である点が注目されよう。

 　第3は，非営利組織の基本構成である。近隣居住者を

 含む意志決定部門にプロのスタッフ部門を合体すること

 で，非営利組織はコミュニティの意志を尊重したプロジ

 ェクトを自力で実施できる能力を装備する。日本におけ

 る「まちづくり協議会」などは，意向は表明できても，

 プロジェクトの最終的な意志決定と実行は行政にゆだね

 ざるを得ない。まちづくりを支援するプロは，コミュニ

 ティの意向を尊重しているとしても，行政との契約関係

 が法的に優先される。協議会自身がプロをスタッフとし

 て雇用し，継続的に活動できれば，非営利組織に近い構

 成が可能であるように思われる。

 　第4に，ハウジング・パートナーシップの形成におけ

 る従来の公共・民間セクターの役割を見直す必要性が高

 まるであろう。公共セクターはそれ自身がプロジェクト

 を手がけるのではなく，非営利組織の活動のための環境

 条件のアレンジに，新しい機能を設定するようになった。

 “イネイブラー”の概念は示唆に富んでいる。日本の自

 治体，公社・公団，公庫は，非営利組織を支援する役割

 を果たせるであろうし，住宅供給のための補助を非営利

 組織に投入していくことが考えられる。民間セクターの

 活用とは，利澗を追求できる場面に市場利子率の資本を

 自由に動かすことではない。低コストの資本を社会的な

 目的に連結するための制度的な仕掛けを用意することで

 ある。パートナーシップの技術的側面に関しては，現時

 点ではイギリスの“単線型”よりもアメリカの“複線型”

 システムにみるべきものが多い。

 　第5は，運動としての戦略である。日本の住宅・まち

 づくりは，＜要求型＞＜参加型＞運動の経験をへて，よう

 やく＜事業型＞の新しい回路の創出に取り組む段階を迎

 え始めている（広原，1992）。この運動が成長し，コミュ

 ニティごとの多元的な固有性を維持すると同時に，フラ

 グメントな行動にとどまらず，より広く社会的な文脈に

 働きかけるためのネットワークに接合していく方向が望

 まれる。

 　イギリス・アメリカ双方ともに，ノンプロフィット住

 宅は19世紀からの伝統がある。イギリスでは最初のHA

 は13世紀に存在していたといわれている。アメリカでは

 コミュニティの自発的な行動こそが歴史をつくってきた。

 これに比べて，日本では非営利組織の伝統がなく，ノン

 プロフィット住宅は文化的に根づかないという見方があ

 る。しかし，この見解は一定の妥当性を含んでいるとし

 ても，一面的であるように思われる。大正期の住宅政策

 は住宅組合の成長を促し，配当制限住宅会社の活動を展

 開していく構想を持っていた。この歴史を思い出すこと

 は意義がある。それが戦時期の混乱をへて，いつのまに

 か忘れ去られ，市場商品の持家と政府救済の公共住宅だ

 けに選択肢が限定されてしまった点に問題がある。日本

 にサード・アームの発想が無かったわけではない。また

 近年では，環境，福祉，海外支援などの領域に多彩な非

 営利組織が急速に台頭したことは，よく知られていると

 おりである。日本においても自発的な非営利組織は確実

 に成長に向かっているとみられる。この動きが住宅に及

 ぶかどうかを問題にすべきであろう。住民参加の住宅・

 まちづくりが発達してきたことは確かであり，これを非

 営利組織の住宅供給に飛躍させる方向が求められている。

 　ノンプロフィット住宅はそれ自体の内容に注目すべき

 価値がある。しかし，より重要なのは，その発展は住宅

 供給のシステム全体の再編に深く関連していることであ

 る。福祉国家が定式化した住宅政策は，広範な合意に基

 づいていた。それが揺らいできた現代にあって，新保守

 主義は新しい理念型を提出するには至らなかった。今日

 のノンプロフィット住宅の台頭は，そこにひとつの突破

 口を提供する意味を持っている。ノンプロフィット住宅

 だけでは住宅の問題のすべてに対応できないことは明ら

 かである。しかし，その存在と成長はシステム全体のダ

 イナミクスに影響を及ぽしていくと考えられる。日本に

 ノンプロフィット住宅を構想していくとすれば，イギリ

 ス・アメリカの経験は確かに参考になるであろう。しか

 し，その技術・制度だけに関心を集中するのではなく，

 むしろ同時代の世界に生じている住宅の社会システムの

 全体的な変動に注意を払っていくスタンスが大切である

 ように思われる。
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